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第１章 千葉市貧困対策アクションプランの策定について 

１ 千葉市貧困対策アクションプラン策定の趣旨 

  千葉市における生活保護の受給者数は、平成１９年度の約１２，０００人

から平成２９年度には約２０，０００人に増加し、千葉市全体の人口に占め

る割合は２％を超える状況にある。 

また、全国における相対的貧困率は、厚生労働省が平成２８年に実施した国

民生活基礎調査では１５．６％（平成２７年時）となっており、平成２４年時

に比べ０．５ポイント改善したものの、引き続き高い水準にある。また、１８

歳未満の子どものいる家庭の相対的貧困率は、１３．９％となっており、平成

２４年時に比べ２．４ポイント改善したものの、それでも７人に１人が貧困状

態にある等、主に先進国が加盟する経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の平均  

（１３．３％）を上回る状況が続いている。 

さらに、貧困に陥るリスクが高いと言われている高齢者単身世帯が増加傾向

にあるほか、全国における、福祉事務所来訪者のうち生活保護に至らない者、

ホームレス、経済・生活問題を原因とする自殺者、離職期間１年以上の長期失

業者、ひきこもり状態にある者、スクールソーシャルワーカーが支援している

子ども、税や各種料金の滞納者等の生活困窮者自立支援制度の対象となり得る

者が依然として多数いることから、市民の生活の安定と自立に向けた支援をよ

り一層進めていく必要がある。 

他方、少子超高齢化や核家族化はますます進展し、社会的孤立、地域力の低

下等が現象として現れるとともに、家族や地域社会を取り巻く環境の変化によ

り、生活課題が複雑化・多様化し、対象者や課題を限定する縦割りの各福祉制

度だけでは十分な対応ができなくなっている。 

  こうした状況の中で、平成２７年４月１日に生活困窮者自立支援法が施行

され、生活困窮者の自立に向けて、行政、ハローワーク、民間事業者等の各

主体が連携し、様々な支援を包括的に実施していくこととなった。 

  また、子どもの将来が、その生まれ育った環境に左右されることのない社

会の実現のため、平成２６年１月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」

が施行され、同年８月に「子供の貧困対策に関する大綱」が閣議決定された。 

千葉市においても、世帯単位で貧困の要因となる、失業、病気、障害、介護、

育児、多重債務等、複数の課題を抱えた相談が増加しており、既存の体制や制

度だけでは十分な対応ができない状況にある。そこで、千葉市では、平成２７

年４月の生活困窮者自立支援法の施行に先立ち、平成２５年１２月に、複合的

な課題を抱えた者に対する包括的な支援窓口である、千葉市生活自立・仕事相

談センターを設置し、年間約１，０００件の新規の相談に応じるとともに、平

成２９年６月には、生活保護に至る前段階における自立支援策の強化を図るた

め、全庁横断的に連携し、庁内関係課等による包括的な支援を検討する組織を

立ち上げた。そして、この組織を中心に、生活困窮者自立支援制度を核とした、

生活困窮者に寄り添った包括的な支援をより一層進めていくための具体的な

行動計画の検討を進め、平成３０年３月に、「貧困対策アクションプラン（以

下「本プラン」という。）」を策定することとなった。 
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２ 本プランの対象等 

（１）本プランの対象 

貧困とは、貧困に陥る要因として、経済的要因、生活の変化、長期に渡る

病気、事故、アルコール依存等、様々な要因が考えられること、貧困の限界

が決まっていないこと等から、これを定義することは難しいのが実態である。 

貧困についての客観的な概念として、所得が低く、衣食住に事欠く等、人

間らしい生活から程遠い状態にある「絶対的貧困」と、全人口の等価可処分

所得の中央値の半分（貧困線）に満たない世帯員の割合を示す「相対的貧困」

からこれを整理する考え方がある。 

さらに、このような客観的な指標とは別に、個々人の主観的な認識を基準

とする考え方もある。例えば、厚生労働省が平成２８年に実施した国民生活

基礎調査では、世帯の生活意識として生活が苦しいと答えた世帯の割合は 

５６．５％となっており、２人に１人が「生活が苦しい」と答えている。 

また、生活困窮者自立支援法に基づき設置された、複合的な課題を抱えた

者に対する包括的な支援窓口である、千葉市生活自立・仕事相談センターに

は、全人口の等価可処分所得の中央値の半分（貧困線）以上の世帯収入はあ

るが家計管理の問題やギャンブル等による浪費により収入が追い付かず、家

計が逼迫している世帯等のように客観的な指標からすれば貧困とは言えな

いが、主観的には生活が苦しいと感じて相談に訪れる世帯もいる。こうした

世帯は、失業、病気、家族の変化等何らかの生活に影響を与える出来事をき

っかけに困窮状態に陥ってしまう危険性があり、早期的・予防的な対応を行

うことが必要である。 

また、上記のような経済的な貧困状態にある者だけでなく、例えば、現に

経済的に困窮しているわけではないが、社会的孤立の状態にあるために、失

業、病気、家族の変化等何らかの生活に影響を与える出来事をきっかけに困

窮状態に至ってしまう危険性をはらんでいる状態にある者についても、早期

的・予防的な対応を行うことが必要である。 

そこで、本プランでは、相対的貧困状態にある者に限らず、貧困に陥るリ

スクが高いと考えられる者及び社会的孤立の状態にある者を含めた、貧困層

が潜在している集団全体を対象とする。 

 

（２）本プランの位置づけ 

   千葉市では、「千葉市基本構想」において、市政運営の指針として、変化

の激しい時代であっても変わることのない恒久的な都市づくりの基本理

念・基本目標及び望ましい都市の姿を示している。 

さらに、「千葉市基本構想」で定める基本目標等を実現するため、「千葉市

新基本計画（平成２４～３３ 年度）」を策定し、社会構造の大きな転換期に

おいて、１０年後、２０年後を見据え、千葉市の未来を豊かにするための基

本方針や今後の施策展開の方向性等を示すとともに、「千葉市新基本計画」

を具体的かつ計画的に推進するための「実施計画」を策定している。 

本プランは、「千葉市新基本計画」及び「実施計画」を上位計画とし、「千

葉市地域福祉計画」「千葉市ホームレスの自立の支援に関する実施計画」等
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の個別計画における課題、背景、基本的な考え方等を貧困対策の視点から整

理した上で、生活困窮者自立支援制度を核として、生活困窮者に寄り添った

包括的な支援を行うための具体的な行動計画を示すものである。 

「千葉市こども未来応援プラン」との関係では、子どもの貧困対策に係る

部分について、既に同プランの中で基本理念、基本目標（取組みの視点）が

掲げられ、これを踏まえた施策が明記されているため、子どもの貧困対策に

係る部分は、同プランに委ねるものとする。 

なお、「千葉市こども未来応援プラン」に記載された施策のうち、生活困

窮者自立支援制度に係る施策については、今後、取り組むべき施策として、

本プランにおいても重複して記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

         

 

 

 

（３）本プランの計画期間 

平成３０年度から平成３２年度までの３年間とする。  

貧困対策アクションプラン 

個別計画 

（地域福祉計画、ホームレスの自立の支援に関する実施計画、こども未来応援プラン 等） 

・個別計画における課題等を貧困対策の視点から整理 

・包括的な支援を行うための具体的な行動計画として策定 

・子どもの貧困対策に係る部分はこども未来応援プランに委ねるが、

生活困窮者自立支援制度に係る施策は本プランでも重複して記載 
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第２章 千葉市の現状等について 

 

１ 千葉市の人口等の推移について 

（１）千葉市の人口の推移と見通し 

千葉市の総人口は、平成２９年９月３０日現在で、９６万７千人（住民基

本台帳人口）となっており、うち６５歳以上の高齢者人口は２４万５千人、

高齢化率は２５．３２％となっている。 

また、団塊の世代が全て７５歳以上となる平成３７年には、６５歳以上の

人口は２７万８千人に、高齢化率は２８．６５％に上昇する一方で、生産年

齢人口は６０．７％に低下すると推計されている。 

 

【千葉市の人口推移】 

 
【千葉市の高齢化率等の推移】 

 

132  127  126  124  121  119  117  114  103  

632  609  605  602  601  600  599  598  591  

116  130  132  131  129  133  130  130  109  

80  95  102  109  116  126  133  137  169  

960  961  964  966  967  977  979  980  973  
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0～14歳 15～64歳 65歳～74歳（前期高齢者） 75歳以上（後期高齢者） 

（千人） 

12.09% 13.56% 13.70% 13.59% 13.37% 13.61% 13.29% 13.28% 11.24% 

8.36% 
9.92% 10.53% 11.24% 11.95% 12.86% 13.58% 14.00% 17.40% 

20.45% 
23.48% 24.23% 24.83% 25.32% 26.47% 26.87% 27.28% 28.65% 
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65歳～74歳 75歳以上 

  ※平成29（2017）年度までは、千葉市住民基本台帳に基づく9月末現在の実績数値 

   平成30（2018）年度～32年度は27年度国勢調査に基づく千葉市将来推計人口数値 

   平成37（2025）年度は第３次実施計画における人口の見通しの考え方を平成37年(2025） 

           まで採用したもの 

   高齢化率は、端数処理のため、計当が一致しない場合がある 

   2019年5月から新年号となるが年号名が未確定のため、平成標記とする。（以下同じ） 
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（２）ひとり暮らし高齢者数・高齢者のみ世帯数の推移 

家族形態の変化により、核家族世帯や単身世帯が増加しており、千葉市の

ひとり暮らし高齢者世帯は、今後、増加が予想されている。 

また、平成２７年度末現在でひとり暮らし高齢者は４万４千人、高齢者に

占めるひとり暮らし高齢者の割合は１８．４％となっている。 

 

【千葉市のひとり暮らし高齢者数の推移】
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  ※2005年～2015年は国勢調査の実績 

   2020年、2025年は1人のみ世帯に所属する人口割合（年齢別・全国）（国立社会保障・人口 

   問題研究所30年）の増加率を利用した推計 
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（３）障害者人口の推移と見通し 

千葉市の障害者人口は、平成２８年度末現在で、４１，０３７人となって

おり、推計人口に占める割合は４．２％となっている。 

 

【千葉市の障害者人口推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区　分 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度

身体障害者 28,310 29,049 29,779 30,496 31,129 31,754 32,369 32,979 33,582 34,098

知的障害者 6,520 6,755 6,988 7,219 7,429 7,637 7,842 8,046 8,248 8,429

精神障害者 7,393 7,883 8,370 8,855 9,315 9,771 10,223 10,672 11,117 11,532

合　計 42,223 43,687 45,137 46,570 47,873 49,162 50,434 51,697 52,947 54,059

（各年度末）

28310 29049 29779 30496 31129 31754 32369 32979 33582 34098 
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（４）児童扶養手当受給世帯数の推移 

    児童扶養手当は、父母の離婚等で父又は母と生計を同じくしていない子ど

もが育成される家庭（ひとり親家庭）の生活の安定と自立の促進に寄与し、

子どもの福祉の増進を図ることを目的とする手当である。千葉市の児童扶

養手当受給世帯数は、平成２４年度に一度増加したものの、その後、減少

傾向にある。人口に対する割合でみると、全国よりも低い水準で推移して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口に占める児童扶養手当受給世帯数の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※千葉市：児童扶養手当受給世帯数は毎年 12月末時点の数、人口は毎年 12月末時点の推計人口 

※全国：児童扶養手当受給世帯数は福祉行政報告例に基づく毎年 3月末時点の数、人口は国立社会

保障・人口問題研究所による毎年 10月 1日現在の数 
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※ 児童扶養手当受給世帯数は毎年 12月末時点の数 

単位 人   
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（５）ホームレス数の推移 

千葉市におけるホームレス数は、平成１４年をピークに減少傾向にあり、

平成２９年に３４人となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）平均寿命と健康寿命について 

  平均寿命・健康寿命は、男女とも延伸しているが、平成２２年から平成  

２７年にかけて、男性において平均寿命の延びが健康寿命の延びを上回って

おり、「不健康な期間」が拡大している。一方で女性は「不健康な期間」が短

縮している。 

【千葉市の平均寿命・健康寿命】 
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＋0.13年

24 

41 

108 

98 

121 
126 

105 

118 
115 

103 

91 

72 
67 

55 

44 42 42 
39 

36 37 
34 

0

20

40

60

80

100

120

140

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

千葉市におけるホームレス数（人） 



9 

      

 

２ 千葉市における生活保護の動向について 

（１）生活保護の現状 

生活保護は、国が生活に困窮する全ての国民に対し、その困窮の程度に応

じ必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、自立を促す

ことを目的とした制度である。平成２９年８月現在、千葉市における被保護

世帯は１６，５９８世帯、被保護人数は２０，８７６人、保護率は２１．４‰

となっている。 

区別にみると若葉区が３３．９‰、中央区が３０．６‰と高い状況にあり、

美浜区の９．０‰と比べると約４倍の差が生じている。 

 

 

【千葉市の区ごとの生活保護の現状】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※管内世帯数及び管内人口は平成２９年８月１日現在の推計人口を使用。

※保護停止中の者を含む

花見川区

中央区

稲毛区

若葉区

緑区

美浜区

人

‰

管 内 人 口 ９７５,１８４ 人

２７１.７６ ｋ㎡

管 内 世 帯 数 ４２８,０７６

　千　　　　葉　　　　市
管 内 面 積

世帯

世帯

保 護 率 ２１.４

被 保 護世 帯数 １６,５９８

被 保 護 人 員 ２０,８７６

千葉市若葉保健福祉センター

管 内 面 積 ８４.２１ ｋ㎡

管 内 世 帯 数 ６３,９３５ 世帯

管 内 人 口 １５０,３０７ 人

被 保 護 世 帯数 ４,０８５ 世帯

被 保 護 人 員 ５,０９４ 人

保 護 率 ３３.９ ‰

本庁からの距離 ５.３ km

千葉市緑保健福祉センター

管 内 面 積 ６６.２５ ｋ㎡

管 内 世 帯 数 ４８,５３４ 世帯

管 内 人 口 １２８,４３８ 人

被 保 護 世 帯 数 １,４４３ 世帯

被 保 護 人 員 １,９２４ 人

保 護 率 １５.０ ‰

本 庁 か ら の 距 離 １１.０ km

世帯

管 内 人 口 ２０８,０７１ 人

千葉市中央保健福祉センター

管 内 面 積 ４４.６９ ｋ㎡

‰

本庁からの距離 ２.１ km

被 保 護 世 帯数 ５,２２５ 世帯

被 保 護 人 員 ６,３６０ 人

保 護 率 ３０.６

管 内 世 帯 数 ９８,７５４

ｋ㎡

管 内 世 帯 数 ６５,０８８

９.０ ‰

世帯

管 内 人 口 １４８,６９２ 人

被 保 護 世 帯数 ９４０ 世帯

４.０ km

被 保 護 人 員 １,３４５ 人

本庁からの距離

保 護 率

千葉市美浜保健福祉センター

管 内 面 積 ２１.２

世帯

被 保 護 人 員 ３,１６９ 人

km

保 護 率 １７.８ ‰

管 内 世 帯 数 ７８,９０１

管 内 人 口 １７８,３８６

被 保 護世 帯数 ２,５００

人

千葉市花見川保健福祉センター

管 内 面 積 ３４.１９

世帯

ｋ㎡

本庁からの距離 ６.９

管 内 人 口

被 保 護 世 帯数

被 保 護 人 員

保 護 率

千葉市稲毛保健福祉センター

管 内 面 積

管 内 世 帯 数

ｋ㎡

世帯

‰

本庁からの距離 ３.３ km

１６１,２９０

２,４０５

２,９８４

１８.５

人

世帯

人

２１.２２

７２,８６４
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【千葉市の生活保護受給者数・受給世帯数・保護率の推移】（年度ごとの月平均値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）生活保護の世帯類型別世帯数の推移について 

  世帯類型別世帯数の推移について、全体としての伸び率は３年間で６．１％

と微増であるが、高齢者世帯の伸び率は１０．４％と高い。 

 

【千葉市の世帯類型別世帯数の推移】       人（括弧内は割合） 

時点 
世帯類型 

合計 
高齢者 母子 障害者 傷病者 その他 

27年 3月 
7,164 

(47.1) 

801 

(5.3) 

1,268 

(8.3) 

1,417 

(9.3) 

4,562 

(30.0) 

15,212 

(100) 

28年 3月 
7,618 

(48.7) 

789 

(5.0) 

1,405 

(9.0) 

1,350 

(8.6) 

4,491 

(28.7) 

15,653 

(100) 

29年 3月 
7,911 

(49.0) 

872 

(5.4) 

1,533 

(9.5) 

1,332 

(8.3) 

4,492 

(27.8) 

16,140 

(100) 

※保護停止中を除く。 

 

（３）生活保護の開始・廃止状況について 

  生活保護の開始理由（平成２８年度）としては、「貯金等の減少・喪失」  

（４７．６％）、「世帯主の傷病」（１３．２％）、「定年・自己都合」（８．５％）

「働きによる収入の減少・喪失」（２．８％）等となっている。ここで、「貯

金等の減少・喪失」が高い割合となっている理由は、生活保護法第４条の「補

足性の原理」により、生活保護開始にあたって、生活を維持するための資産

や貯金等がないことが前提とされていることが影響している。「貯金等の減

少・喪失」を除くと、「世帯主の傷病」「定年・自己都合」「働きによる収入の

減少・喪失」が全体の４７％を占めている。 

  一方、生活保護の廃止理由としては、「失踪」（２５．８％）、「死亡」    

14,648  
15,224  

15,749  
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20,757 

19.9 

20.5 
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16‰  

17‰  

18‰  

19‰  

20‰  
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22‰  

12,000世帯・人  

13,000世帯・人  
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15,000世帯・人  

16,000世帯・人  

17,000世帯・人  

18,000世帯・人  

19,000世帯・人  

20,000世帯・人  

21,000世帯・人  

22,000世帯・人  

H25 H26 H27 H28 H29

受給世帯数 

受給者数 

保護率(‰ = 1/1000) 

（4～9月の平

均） 
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（２６．４％）等を除くと、最も多いのが自立を意味する「働きによる収入

の増加・取得」で１３．０％となっている。 

 

【生活保護開始の理由の内訳】   上段は人数・下段は割合 

区分 

生活保護開始の理由 

総
数 

世
帯
主
の
傷
病 

世
帯
員
の
傷
病 

急
迫
保
護
で
医
療
扶
助
単
給 

要
介
護
状
態 

働
い
て
い
た
者
の
死
亡 

働
い
て
い
た
者
の
離
別
等 

定
年
・
自
己
都
合 

勤
務
先
都
合
（
解
雇
等
） 

老
齢
に
よ
る
収
入
の
減
少 

事
業
不
振
・
倒
産 

働
き
に
よ
る
収
入
の
減
少
・
喪
失 

社
会
保
障
給
付
金
の
減
少
・
喪
失 

貯
金
等
の
減
少
・
喪
失 

仕
送
り
の
減
少
・
喪
失 

そ
の
他 

26年度 

 

3,057 

100 

385 

12.6 

27 

0.9 

29 

0.9 

15 

0.5 

3 

0.1 

122 

4.0 

301 

9.8 

56 

1.8 

57 

1.9 

10 

0.3 

104 

3.4 

12 

0.4 

1,393 

45.6 

64 

2.1 

479 

15.7 

27年度 3,316 

100 

440 

13.3 

39 

1.2 

21 

0.6 

16 

0.5 

1 

0.0 

104 

3.1 

296 

8.9 

39 

1.2 

90 

2.7 

14 

0.4 

46 

1.4 

10 

0.3 

1,532 

46.2 

58 

1.7 

610 

18.4 

28年度 3,080 

100 

406 

13.2 

23 

0.7 

39 

1.3 

15 

0.5 

4 

0.1 

66 

2.1 

262 

8.5 

39 

1.3 

67 

2.2 

13 

0.4 

87 

2.8 

6 

0.2 

1,467 

47.6 

51 

1.7 

535 

17.4 

 

 

【生活保護開始の理由の割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世帯主の傷病 

13.2% 

世帯員の傷病 

0.7% 

急迫保護で 

医療扶助単給 

1.3% 

要介護状態 

0.5% 

働いていた者の死亡 

0.1% 

働いていた者の 

離別等 

2.1% 定年・自己都合 

8.5% 
勤務先都合 

（解雇等） 

1.3% 

老齢による収入の 

減少 

2.2% 

事業不振・倒産 

0.4% 

働きによる収入の 

減少・喪失 

2.8% 

社会保障給付金の 

減少・喪失 

0.2% 

貯金等の減少・喪失 

47.6% 

仕送りの減少・喪失 

1.7% 

その他 

17.4% 
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【生活保護廃止の理由の内訳】   上段は人数・下段は割合 

  

 

（４）生活保護世帯の高校等進学率の推移 

平成２８年度における一般世帯の高校等進学率は、９８．８％であるが、

生活保護世帯の高校等進学率は８６．５％に留まり、他世帯と比べ、約１２

ポイント低い状況にある。 

 

【千葉市の高校等進学率の推移】 

 
 

98.7% 98.7% 98.7% 98.8% 98.8% 
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送
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そ
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26年度 

 

2,535 

100 

3 

0.1 

0 

0.0 

633 

25.0 

683 

26.9 

336 

13.3 

10 

0.4 

70 

2.8 

21 

0.8 

81 

3.2 

21 

0.8 

2 

0.1 

675 

26.6 

27年度 2,896 

100 

1 

0.0 

0 

0.0 

709 

24.5 

749 

25.9 

349 

12.1 

11 

0.4 

70 

2.4 

29 

1.0 

84 

2.9 

13 

0.4 

4 

0.1 

877 

30.3 

28年度 2,590 

100 

0 

0 

0 

0 

683 

26.4 

667 

25.8 

337 

13.0 

3 

0.1 

77 

3.0 

15 

0.6 

66 

2.5 

10 

0.4 

2 

0.1 

730 

28.2 
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３ 相談機関の利用状況について（千葉市生活自立・仕事相談センター）  

千葉市は、生活困窮者自立支援法に基づく複合的な課題を抱えた者に対す

る包括的な支援窓口である、千葉市生活自立・仕事相談センターを、平成  

２７年４月の生活困窮者自立支援法の施行に先立って、平成２５年１２月に

中央区と稲毛区に設置し、モデル事業として支援を開始した。平成２９年７

月には若葉区にも設置し、市内３か所に拡充した。 

平成２８年度は、実人数で９４５人（延べ８，３３５人）が同センターを

利用している。相談経路は、「本人」からの相談（来所・電話・メール）が

６５％、「家族・知人」からの相談が４％、関係機関等の紹介が２８％とな

っている。 

また、相談内容は、「経済的困窮」（１９．７％）、「就職活動困難」（１０．

２％）、「住まい不安定」（１０．４％）となっており、多岐に渡っている。 

 

【千葉市生活自立・仕事相談センターの利用状況（平成２８年度）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男女別 相談経路 

相談内容 

病気 

6.6% 

怪我 

0.9% 障害（手帳有） 

3.8% 

障害（疑い） 

2.6% 

住まい不安定 

10.4% 

ホームレス 

2.2% 

自死企図 

0.4% 
メンタルヘルス 

7.4% 

刑余者 

0.4% 

経済的困窮 

19.7% 

債務 

3.5% 

家計管理 

4.0% 

就職定着困難 

4.3% 

就職活動困難 

10.2% 

社会的孤立 

2.4% 

不登校 

0.2% 

非行 

0.0% 

中卒・高校中退 

0.8% 

ひとり親 

3.1% 

DV・虐待 

1.1% 

外国籍 

0.3% 
家族問題 

6.9% 

生活習慣の乱れ 

0.8% 

コミュニケーション 

1.6% 

本人の能力の課題 

1.3% 

被災 

0.1% 

その他 

5.1% 

男 

498 

53% 

女 

447 

47% 

本人 

（来所） 

42% 

本人 

（電話・

メール） 

23% 

家族・知人

（来所） 

2% 

家族・知人

（電話・

メール） 

2% 

アウト 

リーチ 

1% 
関係機関等

の紹介 

28% 

その他 

2% 
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【参考資料① 相談件数の推移】 

   ※平成２９年度は、４月から９月までの利用状況に基づく推計数である。 

   ※「モデル（１６か月）」は、平成２５年１２月から同２７年３月までの期間の状況 

 

【相談の実人数】   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【相談の延べ人数】   
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【参考資料② 支援の効果】 

相談に訪れた者に対する対応は、「プランを作成せずに、情報提供や他機関へ

の繋ぎ等で支援が終了する場合」と「プランを作成し、継続的な支援を必要と

する場合」に大きく分かれる。プランを作成した場合は、一定期間経過後に評

価を行い、支援によりどういった変化が生じたのかを確認している。 

平成２７年４月から平成２９年９月までに９９６ケースの評価を行った結果、

支援により何らかの変化が生じたケースが９６６件（９７％）となった。また、

その内訳は、住まいの確保・安定（１９．３％）、就労開始（１１．８％）、自

立意欲の向上・改善（９．５％）、精神の安定（６．９％）、就労収入増加（５．

９％）、家計の改善（５．５％）等となり、相談者が抱える問題の解決に寄与す

ることができている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

センター中央 センター稲毛 センター中央 センター稲毛 センター中央 センター稲毛 センター若葉

1,012 523 489 945 417 528 620 256 266 98 2,577

309 139 170 446 181 265 241 122 112 7 996

31 5 26 61 12 49 42 7 28 7 134

41 10 31 71 21 50 33 11 22 0 145

14 6 8 29 10 19 17 6 10 1 60

58 28 30 65 18 47 33 12 21 0 156

109 57 52 140 66 74 65 33 31 1 314

1 0 1 8 1 7 3 2 1 0 12

29 13 16 39 6 33 14 3 11 0 82

39 20 19 41 23 18 14 4 9 1 94

11 8 3 5 1 4 2 1 1 0 18

25 5 20 28 10 18 19 2 16 1 72

32 11 21 52 14 38 30 13 17 0 114

11 4 7 9 8 1 3 3 0 0 23

179 68 111 218 78 140 116 41 71 4 513

31 19 12 43 28 15 20 12 8 0 94

31 18 13 37 18 19 24 8 16 0 92

28 22 6 36 11 25 18 7 11 0 82

69 39 30 137 41 96 45 16 29 0 251

23 7 16 34 11 23 17 4 13 0 74

70 32 38 73 26 47 39 8 31 0 182

49 25 24 49 36 13 43 33 10 0 141

306 139 167 438 180 258 222 109 106 7 966

3 0 3 8 1 7 19 13 6 0 30

※評価については重複回答あり。

合計

合計

内訳

合計

内訳

合計

内訳

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度（４～９月）

変化がみられなかったケース数

対人関係・家族関係の改善

自立意欲の向上・改善

孤立の解消

精神の安定

その他

変化がみられたケース数

就労開始（一般就労）

就労開始（中間的就労）

職場定着

就職活動開始

評
価
の
内
訳

職業訓練の開始、就学

医療機関診断開始

健康状態の改善

障害手帳取得

住まいの確保・安定

社会参加機会の増加

生活習慣の改善

評価実施ケース数

生活保護適用

家計の改善

債務の整理

就労収入増加

新規相談受付件数
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４ 全国における相対的貧困率について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※相対的貧困率 

  一定水準（貧困線）を下回る等価可処分所得（世帯の可処分所得（収入か

ら税金・社会保険料等を除いた、いわゆる手取り収入）を世帯人員の平方根

で割って調整した所得）しか得ていない者の割合をいう。国民生活基礎調査

（平成２７年）の貧困線は１２２万円である。 

  

（国民生活基礎調査） 

14.9 

15.7 

16 
16.1 

15.6 

13.7 

14.2 

15.7 

16.3 

13.9 

13

13.5

14

14.5

15

15.5

16

16.5

H15 H18 H21 H24 H27

相対的貧困率 

子どもの貧困率 

（国民生活基礎調査「よくある質問」から抜粋） 
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第３章 市民意識調査及び関係機関（相談場所）への調査について 

 

１ 市民意識調査について 

  平成２８年１０月１日から同月１０日まで、千葉市のホームページ上で「Ｗ

ＥＢアンケート」を実施し、生活困窮者（予備軍も含む。）が市民にどのくら

い認知されているか、市民が生活困窮者（予備軍も含む。）を把握した場合、

どのような行動を起こすのか等について調査を行い、５８６人から回答を得

た。 

 

（１）市民の貧困への考えについて 

市民が貧困をどのような状態と考えているのかについて、自由記載で得た

回答をカテゴリー別にまとめた。その結果、「経済的な問題に関すること」

が３５％、「食事に関すること」が２３％、「住居に関すること」が１３％で

あった。 

自由記載の内容としては、「経済的な問題に関すること」では「貯蓄がで

きない状態」、「病気になっても病院に行けない状態」、「公共料金が払えない

状態」、「嗜好品が買えない状態」、「子どもにみんなと同じ環境を与えられな

い状態」等といった記載が、「食事に関すること」では「食べるものに困る

状態」、「外食ができない状態」等といった記載が、「住居に関すること」で

は「家賃が払えない状態」、「生活する場が確保できない状態」等といった記

載があった。これ以外に「いじめ（心の貧困）」等の記載もあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済的な問題 

35% 

食事に関

すること 

23% 

住居に関するこ

と 

13% 

仕事 

6% 

人間関係 

5% 

病気・医療 

5% 

子ども 

5% 

衣食住 

4% 

年金 

2% 
その他 

2% 
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（２）周囲に生活に困りごとを抱えている人の有無について 

   周囲に「生活に困りごとを抱えている人」がいるかについて、「いない」

が５６％と半数以上を占めた。また、「いる」と回答した者と周囲に困りご

とを抱えている者との関係性は、「家族・親戚」が２２％、「友人」が９％、

近隣住民が６％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）上記（２）で、困りごとを把握している内容について 

困りごとを把握している内容は、「経済的なこと」が２６％、「身体のこと」

が２０％、「障害のこと」が１５％、「社会生活のこと」が１３％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いない 

56% 家族・親戚 

22% 

友人 

9% 

近隣住民 

6% 

上司・同僚 

2% 

その他 

5% 

経済的なこと 

26% 

身体のこと 

20% 

障害のこと 

15% 

メンタルヘルス

のこと 

11% 

社会生活のこと 

13% 

家庭生活のこと 

10% 

わからない 

2% 

その他 

3% 
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（４）困りごとを抱えている者への支援について 

困りごとを抱えている者への支援の有無について、７０％が支援をしてい

ない状況であり、困りごとを抱える者への関与の難しさが窺える。 

厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「高齢社会に関する意識調査」

（２０１６年）では、「地域で困っている人がいたら助けようと思うか」の

問いに対し、「助けようと思わない」と答えた理由として最も多かったのは、

「普段から付き合う機会がないから」で全体の５４．１％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）上記（４）で困りごとを抱えている者へ支援した内容について 

困りごとを抱えている者へ支援した内容について、「自らが主体となって

支援した」が４２％、「相談機関・支援機関の情報を教えた」が３４％、「相

談機関・支援機関に連絡し、対象者への支援を促した」が１３％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援したこと 

がある 

30% 

支援したことが

ない 

70% 

自らが主体と

なって支援した 

42% 
相談機関・支援

機関の情報を 

教えた 

34% 

相談機関・支援

機関に連絡し対

象者への支援を

促した 

13% 

その他 

11% 
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（６）困りごとを抱えている者へ支援の可能範囲について 

今後、機会があれば、困りごとを抱えている者へ、どこまで支援ができる

かについて、「相談機関・支援機関の情報を教える」が４９％、「相談機関・

支援機関に連絡し、対象者への支援を促す」が２５％、「自らが主体となっ

て支援する」が１３％であった。 

前掲「高齢社会に関する意識調査」（２０１６年）では、「地域で困ってい

る人がいたら積極的に助けようと思う・助けようと思う」との回答が全体の

６９．６％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談機関・支援

機関の情報を 

教える 

49% 

相談機関・支

援機関に連絡

し、対象者へ

の支援を促す 

25% 

自らが主体と

なって支援 

する 

13% 

できることは

ない 

10% 

その他 

3% 
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（７）生活に困りごとを抱えている場合の最初の相談先について 

生活に困りごとを抱えている場合の最初の相談先としては、「区役所・保

健福祉センター」が４４％、「ハローワーク」が１０％、「千葉市生活自立・

仕事相談センター」が９％、「民間支援団体」「医療機関」が８％だった。 

「千葉市生活自立・仕事相談センター」は、困りごとを抱えている場合の

相談先としては、区役所・保健福祉センター、ハローワークに次いで多いと

いう結果になった。（複数回答） 

なお、千葉市生活自立・仕事相談センターの認知度については、「名称・

業務とも知っていた」「名称は聞いたことある」が３割を超える等、徐々に

認知され始めている実態が明らかとなった。 

 

 

【生活に困りごとを抱えている場合の最初の相談先】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【千葉市生活自立・仕事相談センターの認知度】 

 

 

 

  

区役所・保健

福祉センター 

44% 

千葉市生活自

立・仕事相談

センター 

9% 

あんしんケア

センター 

7% 

民生委員・児

童委員 

6% 

ハローワーク 

10% 

県・市社会福

祉協議会 

5% 

民間支援団体 

8% 

医療機関 

8% 

その他 

3% 

名称・業務

とも知らな

い 

69% 

名称は聞い

たことがあ

るが、業務

は知らない 

21% 

名称・業務

とも知って

いた 

10% 
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２ 関係機関（相談場所）への調査について 

 

  千葉市内の相談機関に対し、生活困窮に関連する相談者の属性（性別、年

代）や相談内容、複合的な問題における連携先等について、あんしんケアセ

ンター２４か所を含む４５機関に、平成２８年９月１３日付けでアンケート

調査を実施した。 

 

（１）相談件数について 

調査対象とした４５機関のうち、生活困窮に関連する相談があると回答し

たのは４３機関であったが、そのうちの８機関は、具体的な件数を把握して

おらず、件数を把握している３５機関においても、相談者の属性（性別、年

代）まで把握しているのは３０機関であった。 

３５機関の平成２７年度における相談件数は、実人数が５，１７３人、延

べ人数が８，７６３人であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）属性について  

相談者は、男性が７１％、女性が２９％となった。年代別でみると、最も

多かったのが４０歳代で２５％、次に５０歳代で２２％、３０歳代で１８％

となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

年代別 
男女別 

3194 

5140 5173 
5569 

7640 

8763 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

H25年度 H26年度 H27年度 

実人数（人） 

延べ人数（人） 

男性 

71% 

女性 

29% 

10代以下 

1% 
20代 

8% 

30代 

18% 

40代 

25% 

50代 

22% 

60代 

16% 

70代以上 

10% 

不明 

0% 
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（３）相談内容について 

相談内容は、最も多かったのが経済的困窮で４８％、次に多かったのが介

護保険で１３％、その次が身体的病気・怪我で１１％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）相談者の相談手段について 

相談手段について、本人からの相談が２，６９３件で、そのうち電話・メ

ールによる相談が１，６５３件（６１．４％）、来所による相談が１，０２３

件（３８．０％）となった。他機関からの相談・他機関の職員等、いわゆる

関係機関との連携による相談は、３６２件（９．３％）となった。 
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他
機
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紹
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相談対象者 

（本人） 

相談対象者 

（家族） 

相談対象者 

（知人・友人

等） 

他機関の

職員等 

その他 

経済的困窮 

48% 

介護保険 

13% 

身体的病気・ 

怪我 

11% 

精神的病気・ 

メンタル 

7% 

家族問題 

5% 

障害（手帳所

持・所持相当） 

3% 

住居不安定 

3% 

就職困難 

3% 

孤立 

1% 

その他 

6% 
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（５）相談者が抱える相談ニーズについて 

相談者が抱える相談ニーズについて、１人あたり何種類の相談理由を抱え

ているか尋ねたところ、最も多かったのが２種類で３２％、次に３種類で 

２８％、その次に４種類で１９％となった。今回の調査では、６種類が最多

となり、全体に占める割合は２％となった。 

また、千葉県中核地域生活支援センターにおける相談状況（県中核生活支

援センター活動白書２０１０）では、平成２２年において、全相談のうち、

相談ニーズが複数ある相談が５０％以上、３種類以上が約３０％となってい

る。ニーズが１０種類以上の多問題家族の事例もあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）他機関との連携（他機関への繋ぎ）について 

相談を受け、どこの機関に繋いだか尋ねたところ、生活保護の業務を行っ

ている社会援護課が最も多く、高齢障害支援課、健康課等、区保健福祉セン

ターとしての合計では４５％、行政機関としての合計では６０％となり、行

政組織が繋ぎ先として一定の役割を果たしている状況が明らかとなった。そ

の他、医療機関、法テラス、社会福祉協議会、千葉市成年後見支援センター

とも連携していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１人当たりが抱える 

相談理由の数 
1種類 

15% 

2種類 

32% 
3種類 

28% 

4種類 

19% 

5種類 

4% 

6種類 

2% 

保健福祉 

センター 

社会援護課 

27% 

行政機関 

15% 

保健福祉 

センター 

高齢障害支援課 

13% 

医療機関 

11% 

社会福祉協議会 

9% 

千葉市成年後見

支援センター 

7% 

保健福祉 

センター 

健康課 

5% 

法テラス千葉 

4% 

その他 

9% 
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（７）相談者との対応で困っていることについて 

相談者との対応で困っていること（対応困難事例）について自由記載で尋

ねたところ、４５機関のうち２７機関から回答があった。資金面では「滞納

が長期に渡っており、慢性的に生活困窮となっているケース」、「生活保護を

受けていないぎりぎりの人への支援」、対応困難事例の例では「継続的支援

の中で本人と連絡が取れなくなってしまうケース」、「制度があっても拒否す

るケース」、「相談するタイミングが遅く、問題が深刻化・複雑化しているケ

ース」、「家族から相談を受けるが、本人に認識がないケース」、制度面では

「高齢者が生活困窮のケースでは紹介する機関等が限定的」、「相談できる機

関の情報不足」等の意見があった。 
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３ 千葉市生活自立・仕事相談センターからのヒアリング結果 

平成２９年１０月から１２月にかけて、千葉市生活自立・仕事相談センター

職員から、貧困状態に陥る背景についてどう感じているか等について、意見を

聴取した。 

 

（１）貧困状態に陥る背景等 

ア 相談者は、生育歴に課題を抱える者も多い。特に暴力の問題である。家

庭内で暴力を受けて育ってきた者は周囲との関係や自己肯定感を適切に

構築することができず、就労継続や社会資源のアクセスに困難を抱えるた

めに貧困状態に陥ることがある。また、祖父の家庭内暴力が原因で子に留

まらず孫まで安心して生活できる環境が得られないまま、家族ごと貧困状

態に陥るケースもある。貧困や暴力の問題が連鎖しているような例は多い。 

イ また、世帯全体としては、親の就労収入や預貯金等があるために困窮し

ていないが、子どもがひきこもり等で働いておらず、将来的には困窮する

ことが予想される世帯の相談も増えている。子どもがひきこもりになる要

因には様々なものがあるが、発達障害等を抱えていることを本人も家族も

自覚せず、適切な支援を受けられないまま、学校や就労先等のコミュニテ

ィでの活動に支障を感じ、次第にひきこもりになってしまうこともある。 

ウ このように、一つの事由だけでなく、経済的な問題、障害、健康問題、

社会的な孤立、家族問題等の要因が幾つか重なることによって、自ら助け

を求めることが困難な状態になり、困窮していく。また、複合的な課題を

抱えた場合に対応する窓口が複数にわたってしまうため、ワンストップで

問題が解決できず、困窮している例もある。 

 

（２）生活課題が複雑化・多様化している背景 

ア 社会構造の変化等も影響している。労働に関していえば、正社員中心の

働き方から非正規労働が４割と増大する中で、雇用の不安定化が進んでい

る他、農業や製造業等からサービス業への産業構造の転換に伴い、対人関

係に課題を抱える人が働き難い社会になってきている。 

イ 核家族化や少子高齢化、地域での支え合いの減少等により、家族内で問

題を抱えてしまった結果、家族ごと貧困に陥ることも多い。この場合、周

囲の者からは問題が見え難く、問題が複雑化してから見つかることが多い。 

ウ 高齢者が貧困に陥る要因に無年金・低年金の問題があるが、これは制度

の問題でもある。国民年金（基礎年金）のみの世帯は、単身になると途端

に困窮化してしまう傾向にある。国は、様々な制度を作ったが、家族によ

る支え合いがなければ機能しないようなものもある。 

 

（３）複合的な問題への対応とその課題 

ア 市の関係部署との連携で解決できることもあるが、あんしんケアセンタ

ー、ひきこもり地域支援センター、弁護士等との連携が必要なことも多い。

相談者は滞納をしていることが多く、税部門との連携も必要である。 

イ 市の関係部署との連携では、千葉市生活自立・仕事相談センターについ
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ての理解や信頼が十分に得られていないと感じることもある。例えば、滞

納している者から同センターが相談を受け、市の関係部署に同行して納付

の調整を行うことも多いが、同センターが家計相談等の支援をしていたと

しても、一定期間内に納付ができない場合は分割納付を認めて頂けないこ

ともある。そういった部分で市の関係部署に理解や信頼をして頂かないと

連携も上手くいかないだろう。理解や信頼を得る上では、市の関係部署か

ら同センターへの繋ぎに留まらず、繋げて頂いた者が同センターの支援に

よりどのようなステップアップが図れたか等を、市の関係部署に伝えてい

くことも有用であると考えている。 

ウ 市の関係部署から千葉市生活自立・仕事相談センターに相談に行くよう

に言われて来所する者も多い。こうした者は、客観的には生活が困窮して

おり支援を必要とする状況にあるが、中には同センターの支援を受けるこ

とを必要と感じていない者もおり、支援をすることが難しいこともある。

このため、単に同センターを紹介するだけでなく、市の関係部署と同セン

ターとが連携しながら支援をしていく必要があるように感じている。 

エ 民生委員、友人、職場、学校等への相談を契機に貧困状態にある者を発

見することもあるが、高齢者であれば、介護を要する状況になって、支援

をする関係機関が発見することもある。このため、互いの業務を理解した

上で、関係機関との連携を密にしていくことが必要である。 

オ 社会的孤立等により相談に至っていない者をどのように支援に繋げる

かは課題である。民生委員やＣＳＷと連携して解決にあたることは多いが、

町内自治会との連携については十分にできていない部分もある。町内自治

会との連携については、日常の回覧板を渡す等の活動の中から気付いたと

きに教えて頂くこともあるが、難しい部分もある。また、民生委員から繋

げて頂いた際に、例えば、本人はお金を借りれさえすれば良いと考え、千

葉市生活自立・仕事相談センターによる支援までの必要性を感じていない

こともある。このような場合には、介入の仕方に課題を感じる。 

 

（４）多様なサービスの提供についての課題 

ア 発達障害等については本人や家族が認識していないことも多く、支援が

難しいこともある。こうした者について、支援に繋げられるような仕組み

があると良い。 

イ 住宅の支援については、十分に機能していない部分があり、検討が必要

であると感じる。居住支援協議会等との連携についても今後は検討してい

く必要があると感じる。千葉市生活自立・仕事相談センターでは、どうい

った者が住居に入り難いのか等について把握しているため、相互に連携す

ることでより良い支援が可能となると考えている。 

ウ 外国人への支援にあたっては、言葉の問題もある。国際交流センター等

によるボランティア通訳の派遣等の活用も考えられるが、千葉市生活自

立・仕事相談センターに相談に訪れる者の相談内容は個人のプライバシー

に係るものも多く、ボランティアによる通訳については抵抗を感じる部分

もある。このため、外国人への支援については、別途検討が必要である。 
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ＮＰＯ法人ＶＡＩＣコミュニティケア研究所とは 

２００９年に、生活クラブ千葉グループ内で福祉事業を展開していた二つの

ＮＰＯ法人が合併し、ＶＡＩＣコミュニティケア研究所としてスタートした。 

同団体は、生活クラブ生活協同組合と、そこから誕生した９団体で構成する

「生活クラブ千葉グループ」の一員であり、グループ総合力で、誰もが排除さ

れることなくその人らしく地域で暮らしていけるよう、社会問題の解決とコミ

ュニティの再生に取り組んでいる。 

 

現在は、千葉市稲毛区にある「生活クラブいなげビレッジ虹と風」を拠点と

し、社会問題の解決とコミュニティの再生を目的として、“つなぐ”をキーワー

ドに、相談事業、生活支援サービス事業、子育て支援事業、地域交流事業、福

祉サービスの評価調査事業等を展開している。（通称：ＶＡＩＣ－ＣＣＩ） 

 

主な事業内容（市内） ※平成２８年度末現在 

 

◆相談事業 

平成２０年より６年間千葉市の委託を受け、多重債務や生活再生に関する相

談対応等を行ってきた。平成２５年１２月からは、「応援ネットワークちば企業

体（ＪＶ）」として千葉市生活困窮者自立支援事業を受託し、家計相談支援事業

を担当して家計や生活の再生に向けた支援を行っている。 

独自事業では、貧困の連鎖を断ち切るために、子どもたちとの食事や余暇の充

実、将来についての相談対応等を包括的に行う事業を実施している。 

４ ＮＰＯ法人等への調査について 

  貧困対策を先駆的に実施しているＮＰＯ法人等の民間団体にヒアリングを実施し

た。この調査では、ＮＰＯ法人等が個人や団体等を繋げることで貧困対策、孤立の解

消等に寄与している実態が明らかとなった。生活困窮者自立支援制度は、個人やＮＰ

Ｏ、自治体等が互いに繋がり、連携することで力を発揮する制度であるため、より一

層の連携が望まれる。 

～“つなぐ”をキーワードに～ 

（ＮＰＯ法人ＶＡＩＣコミュニティケア研究所） 

 

 

 

【NPO法人VAICコミュニティケア研究所】 

〒263-0051 

千葉市稲毛区園生町 1107-7 いなげビレッ

ジ虹と風内 

TEL 043-290-8015 

FAX 043-290-8016 

URL 

http://www.vaic-cci.jp 
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◇住民同士のつながりをつくる 

ＶＡＩＣ－ＣＣＩのスタッフが独居生活の男性宅に生活支援サービスで支援に入ったと

ころ、１人の生活に淋しさを感じていることがわかった。そこで、ＶＡＩＣ－ＣＣＩが行

っている地域交流事業「あみぃこ」に誘い、何度か参加するうちに近隣住民との繋がりが

生まれた。その後、男性は病気を発症し自宅療養となったが、あみぃこで交流を重ねてき

た近隣住民が家に訪ねてきたり、一緒に趣味を楽しんだりと、充実した生活を送っている。

また、ＶＡＩＣ－ＣＣＩの見守り支援も継続している。 

◆生活支援サービス事業 

住み慣れた地域でその人らしい暮らしができるよう、家事代行やサロン等、

介護保険制度では対応しきれない様々なサービスを展開している。 

 

◆子育て支援事業 

千葉市から「千葉市子育てリラックス館」、「千葉市こどもカフェ３ｒｄプレ

イス虹」の運営を受託している。 

 

◆地域交流事業 

地域の方の交流の場として、各種講座や教室を開催する「あみぃこ」を運営

している。 

 

◆福祉サービスの評価調査事業 

 福祉サービスの第三者評価機関として千葉県から認証を受けているほか、千

葉県の委託を受けて評価調査員の研修を行っている。 

 

 

 

 

 

相談事業から福祉サービスの評価調査事業まで、幅広く事業を展開している

が、その全てには “つなぐ”という共通理念がある。そして、それぞれの事業

活動において、スタッフや相談員等が課題や問題点を発見し、法人内外の必要

なサービスや支援に繋げる仕組みを構築している。 

 組織同士を“つなぐ”仕組みとしては、「生活クラブ千葉グループ連絡協議会」

があり、ここでは、グループ内の団体の事業・活動の共有、「生活クラブいなげ

ビレッジ虹と風」として推進している地域活動の共有、また、それぞれの団体

の事業・活動の相互作用により、より効果的な地域社会への貢献方法について

の検討等を行っている。 

 事業を推進する中での“つなぐ”には、次のような例がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

“つなぐ”仕組み 
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これら“つなぐ”仕組みにおいて重要なことは、対面して話をすることであ

る。 電話だけでなく直接会うことから信頼関係が生まれ、信頼できる人に“つ

なぐ”ことができると考えているからだ。 

 また、“つなぐ”ために課題だと感じていることは、ネットワークの構築と

その継続である。関係機関は異動により担当者が代わることが多く、担当者の

変更により、それまでの関係が途絶えてしまうこともある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◇学校・行政・社会福祉協議会と連携した子どもの支援 

高校のスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）から、生活保護世帯の生徒の進路について

相談が寄せられた。内容は、進学を希望している生徒に対し、保護者が反対しているという

もの。 

生徒を交えて、ＳＳＷとＶＡＩＣ－ＣＣＩの相談員が面談を行い、生徒の将来の夢を実現

させるために、社会福祉協議会や行政の制度の活用を検討しながら、高校と話合いを進めて

いる。 

◇スタッフの気づきから支援につなげる 

ＶＡＩＣ－ＣＣＩのスタッフが、毎日見かける高齢の女性がいた。様子が普通と違うた

め、暫く見守りを続けていたが、ある日声をかけ、事務所でスタッフとの顔合わせを行っ

た。それからは、外で会えばスタッフが声をかけ、何かあると事務所に来所するようにな

った。また、女性は地域交流事業「あみぃこ」や地域の集まりにも参加するようになり、

次第に地域の中でも見守られるようになっていった。 

現在は、女性が体調を崩したこともあり、あんしんケアセンターと連携しながら支援を

続けている。 

ヒアリングから見えた課題等 

 本プランの目的のひとつに、「見え難い」貧困問題に対し、全庁横断的に相談から支援を行う体制

の構築がある。この見え難い要支援者に対し、ＶＡＩＣ－ＣＣＩでは、“つなぐ”を基本理念として

各方面からアプローチをすることで、発見から支援まで、関係機関と連携して対応を行っている。

中でも、要支援者の発見にあたっては、専用の相談窓口の設置だけでなく、サロンや「あみぃこ」

等の交流機会を提供することで相談しやすい環境整備に努めているほか、日常の中での異変に対し

ても敏感に反応し、関係機関に繋いでいる。 

 この発見から支援までを“つなぐ”という意識は、貧困問題に携わる者全員が共有しなければな

らないものであり、全庁横断的な支援体制の構築・運用において最も重要になると考えられる。 
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ＮＰＯ法人ユニバーサル就労ネットワークちばとは 

ユニバーサル就労ネットワークちばは、平成２４年１月に任意団体として誕

生し、平成２６年１０月に特定非営利活動法人ユニバーサル就労ネットワーク

ちばとして設立した。中間的就労の一つである「ユニバーサル就労」を含めた

様々な働き方の提案や誰もが働く前の準備ができるよう企業・団体等と調整を

進めており、「誰もがあたりまえに社会参加できる地域社会」を目指している。 

 

主な事業内容（市内） ※平成２９年１２月現在 

 

◆就労準備支援事業 

 平成２７年から千葉市の委託を受け、「応援ネットワークちば企業体」として

「千葉市農業等就労・社会体験支援事業及び就労準備支援事業」を実施してき

た。平成２９年４月からは、「就労応援ネットワークちば企業体」として同事業

を受託し、様々な課題により、直ちに就労することが難しい者を対象として、

一般就労に従事する準備の支援をしている。 

 

◆ひきこもり地域支援センター事業 

 平成２８年から千葉市の委託を受け、「千葉市ひきこもり地域支援センター事

業」を行っている。千葉市ひきこもり地域支援センターは、平成２８年２月に

千葉市こころの健康センター内にオープンした、千葉市在住のひきこもり状態

の者及びその家族のための相談窓口であり、本人やその家族の相談支援を実施

している。また、平成２９年度からは、地域へのひきこもりの正しい理解を拡

げる普及啓発活動として、ひきこもりサポーター養成研修やその後のフォロー

アップ研修、ひきこもりに関する公開セミナー等も行っており、ひきこもりの

早期発見及びアウトリーチ支援の強化を図っている。 

～働きづらさを抱える人と社会との“かけ橋”～ 

（ＮＰＯ法人ユニバーサル就労ネットワークちば） 

 

 

 

【NPO 法人ユニバーサル就労ネットワークちば】 

260-0013 

千葉県千葉市中央区中央 3-9-9 エレル千葉中央ビル 304  

TEL 043-306-2564 

FAX 043-306-2574 

URL 

https://uwnchiba.net/ 
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１ 就労に課題を抱える人やひきこもりの状態にある人達が注目されるに至っ

た背景 

 

（１）昔は、食べ物を買うためには外に出て買い物をしなければならない等、ひきこもる

と何もできず生きていくことが難しかったが、最近は、ネットの普及等に伴い、買い

物もネットでできるようになり、ひきこもりながらも物理的には生きていけるような

時代になっている。 

（２）単純労働が減り、知識が必要な仕事やホワイトカラーの仕事が増えていることから、

周囲とうまくいかないような人や発達障害を持った人が働けるような場が減ってきて

いる。 

（３）さらに、近所の商店街のような個人事業主も減り、町内会等の地域の繋がりも減っ

てきているため、何かあった時に面倒を見てもらえるような受け皿がなくなってきて

いる。 

 

周囲との関係をうまく築けないような人や発達障害と思われるような人は、

昔もいたはずであるが、このような時代の流れに伴って課題が鮮明になり、社

会の中で注目されるようになったと考えられる。 

 

２ 就労に課題を抱える人やひきこもりの状態にある人達の背景及び相談経路 

 

（１）これらの課題を抱える人達は、生育歴での課題や発達の遅れ・偏りがあり、加えて、

二次障害で精神疾患を抱えていることが多い。実際に、相談に訪れる人の中には、実

は発達障害があったが今まで相談できずに日々を過ごし、周囲との関係をうまく築く

ことができずに社会からフェードアウトしてしまうような人が多い。 

（２）離職期間が長期間に及ぶ人については、もともとは働いていたがコミュニケーショ

ンが取れずに辞めてしまうことが多い。発達障害の人でも、２０代等の若者は直ぐに

仕事に就くことができるが、年を重ねると就ける仕事が少なくなり、４０代を過ぎて

追い込まれる人が多い。 

（３）ひきこもりの相談は、家族からの相談がほとんどであるが、最近はアウトリーチに

より本人と会えるケースが増えてきた。その後、本人が来所し、そこから就労準備支

援事業のグループワークに参加するという流れが少しずつできてきた。 

（４）民生委員から相談に繋がるケースもあるが、その時は「親に危害が及びそう」、「本

人の健康状態が著しく悪化している」、「ごみ屋敷になっている」等、タイミングとし

ては遅く、危機的な状況であることが多い。 

 

 

３ 支援においての視点 

就労に課題を抱える人やひきこもりの状態にある人達に対して、当法人では、

特に次の視点を大切にして支援を実施している。 
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◇その人が納得するまで協力をする 

相談者の中には、自分又は家族が発達障害を抱えていることに気付かない、納得できな

い人もいる。たとえ支援する側が相手に障害があると分かっていても「あなたは障害があ

るから」と決めつけず、本人が自己理解を深め、納得するまで支援をしている。 

相談に来る人は「一度も支援機関に相談したことが無い人」や「何回か支援機関に相談

したが繋がらなかった人」が多く、ここで支援が切れてしまうと、また長期に引きこもっ

てしまうようなリスクがあるため、信頼関係を大切にし、時間をかけて支援することを心

がけている。 

 

 

◇支援の輪を広げる 

ひきこもりの人は受託事業者のみで発見しきれるものではなく、地域の力が必要になる。

当法人では、職員と共に、地域で孤立しているひきこもり本人や家族を早期に関係機関に

繋げ、ひきこもり支援の普及啓発活動を行う担い手を養成するために、ひきこもり本人や

家族等の支援に関心のある市民や、民生委員等、日頃、地域からの相談を受けている方々

を対象に「千葉市ひきこもりサポーター養成研修」を実施し、「ひきこもりサポーター」を

養成している。 

この活動により、地域の中にひきこもりサポーターが増え、正しい理解や関心が地域に

広がることを期待している。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ヒアリングから見えた課題等 

 専門機関は、その人に寄り添いながら、専門的な立場から問題解決や自立に向けた支援している。

就労に課題を抱える人やひきこもり状態にある人についての支援機関がユニバーサル就労ネットワ

ークちばであるように、その人の課題に応じた専門機関は数多く存在しているため、専門機関に適

切に繋ぐことやそのような場所があることを知ってもらうことが、その人の問題解決や自立にとっ

て重要になる。 

 これを実施するためには、全庁横断的に関係機関と連携できる仕組みを構築すること、市民に関

係機関を周知することが必要であり、また、実際に支援をする関係機関から地域に情報を発信する

ことも効果的であると考える。 
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公益財団法人ちばのＷＡ地域づくり基金とは 

 ちばのＷＡ地域づくり基金は、千葉県初の市民コミュニティ財団である。 

 千葉県内の地域課題とその解決に取り組む公益活動を「見える化」し、みん

なで資源を持ち寄り、生かし、みんなで解決する仕組みをつくることで、誰も

が安心して暮らせる地域社会づくりに取り組んでいる。 

 

 

概要 

ちばのＷＡ地域づくり基金は、２０１２年５月、多くの市民からの寄付によ

り設立した公益財団法人である。 

人口減少、少子高齢化社会を迎える中、持続可能で豊かな地域社会を創造す

るためには市民が市民を支える「地域の自治」

を再構築する必要がある。地域ではすでに様々

な問題を解決するために、市民による多様な取

り組みが展開されている。ちばのＷＡでは、そ

れらの取り組みを可視化し、有効に繋ぎ、必要

な資金を届けることで本質的な課題解決のた

めの地域内資源循環の仕組みをつくり、地域に

根付かせ、誰もが安心して心豊かに暮らせる未

来の実現を目指し活動を展開している。 

 

～みんなの寄付で地域をよくするしくみをつくる～ 

公益財団法人ちばのＷＡ地域づくり基金 

 

 

【公益財団法人ちばのＷＡ地域づくり基金】 

〒260-0033 

千葉市中央区春日 1 丁目 20 番 15 篠原ビル 301 

TEL 043-239-5335 

FAX 043-239-5336 

URL http://chibanowafund.org 
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ちばのＷＡ地域づくり基金の活動内容 

（１）市民、地域から集まった寄付（金銭・物品等）を信頼性の高い団体（Ｎ

ＰＯ法人等）の事業に助成を行っている。（※下記イメージ図参照）

 
 

（２）社会的インパクト（社会変革）の創出に向けた、コレクティブインパク

ト事業（他機関連動型包括的事業）を実施している。 

   従来型の個別事業支援とは異なり、多様なセクターの様々な主体が、特

定の社会課題の解決に取り組む手法を導入し、子どもの貧困、地域包括ケア、

就労支援等の社会的課題に対して集中的な資源の投入を行うことにより、課

題の根本的な解決が可能となる。 

  

■ちばのＷＡ地域づくり基金を通じて寄付を届ける方法 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇資源循環事業（持ち寄り届ける仕組み） 

・応援したい事業を選んで寄付〔事業指定助成プログラム〕 

・応援したいテーマ・地域に寄付〔テーマ・地域型基金〕 

・５０万円以上の寄付でオリジナルプログラムをつくる〔冠ファンド〕 

・遺産・相続財産・香典寄付・物品提供 

◇寄付文化創造事業（気軽に寄付できる仕組み） 

・募金箱 

・寄付機能つき自動販売機設置 

・チャリティーイベント企画実施 

◇ネットワーク構築事業（多様な主体が支え、担う仕組み） 

・地域企業の CSRの普及促進 

・地域型プログラムの企画・運営 
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これまでの主な助成支援実績 

（１）事業指定助成プログラム 

 ２０１３年７月から２０１５年３月までに、１２事業に対して延べ６３６件、

合計６，３７５，１５１円の寄付が集まり、各事業への助成を実施した。 
＜助成例＞ 

団体名 事業名 実施地域 助成額 期 

ＮＰＯ法人子ども

劇場千葉県センタ

ー 

病気と向き合う子ども

が笑顔になる贈り物事

業 

千葉市 ５１４，９４９円 第４期 

企業組合あしたね 

障害福祉サービス

事業所「明日の種」 

長作に「明日の種」を

まく～畑再生プロジェ

クト２０１４～ 

千葉市 １３８，７０５円 第２期 

はぐくみの杜を支

える会 

児童養護施設を退所す

る子どもたちの自立を

支える「はばたき基金」 

君津市 １，７０８，４４２円 第２期 

 

（２）テーマ型基金（「子どもの今と未来を支える基金」） 
＜助成例＞ 

団体名 事業名 実施地域 助成額 対象年度 

ＮＰＯ法人世界の

ともだち 

家庭訪問型子育て支援 

しゅっぽっぽ 
船橋市 ２００，０００円 ２０１６年 

認定ＮＰＯ法人生

活困窮・ホームレ

ス自立支援 ガン

バの会 

夢塾で笑顔を（生活困

窮家庭を応援する学習

支援） 

市川市 ２００，０００円 ２０１６年 

 

（３）冠ファンド（生活クラブ虹の街エッコロ福祉基金） 
＜助成例＞ 

団体名 事業名 実施地域 助成額 対象年度 

フードバンクちば 

フードバンク事業を基

点とした中間的就労の

場づくり 

千葉市 ２９２，５００円 ２０１６年 

ＮＰＯ法人ワーカ

ーズコレクティブ

風車 

ストップ無縁社会・つ

なぐ場創りのための設

備整備事業 

佐倉市 ３００，０００円 ２０１５年 

  
 「千葉市ＷＥＢアンケート調査（平成２８年１０月）」では、回答者の約７割が周囲の困りごとを

抱える者に対し、支援をしたことがないという結果になった。ちばのＷＡ地域づくり基金は、中間

支援組織として社会問題に取り組む団体と支援を考える者とを繋ぐ機能を果たしており、こうした

組織の働きが活発になることで、市民の貧困等の社会問題に対する意識の高揚と、問題に取り組む

団体の活性化が図れるものと考える。 

ヒアリングから見えた課題等 
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第４章 これまでの取り組みから見える課題について 

 

（１）貧困リスクの高い者、孤立者の早期発見が必要であること 

ア 貧困リスクの高い者の把握及び数値化を行うため、対象者を絞り込むた

めの情報収集を実施したが、十分な情報を得ることができなかった。貧困

に陥る要因は、経済的要因、生活の変化、長期に渡る病気、事故、アルコ

ール依存等、様々な要因が考えられることから、貧困リスクの高い者の把

握は難しいのが実態である。 

また、核家族化や少子高齢化等が進展し、安価な物が溢れる現代社会で

は、貧困が見え難いという実態もある。 

現に、千葉市が実施した市民へのＷＥＢアンケートでは、周囲に生活に

困りごとを抱えている者がいると答えた４４％の者のうち、困りごとを抱

えている者との関係の内訳は、家族や友人が３１％、近隣住民が６％、上

司・同僚が２％、その他が５％となっており、対象者との関係性が薄い場

合には、困りごとを抱えている者を認識することが難しいという実態が明

らかとなっている。 

イ 社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会（第７回）の資料

において、「自立相談支援機関への相談経路としては「本人が自ら連絡」

が約４割、「関係機関・関係者からの紹介」が約３割」という状況が示さ

れている。また、同資料において、「生活困窮者は日々の生活に追われ、

また自尊感情の低下等により、相談に至っていない場合が多いこと」、「地

域や社会から孤立していて自分から情報にアクセスすることが難しく、相

談先の情報がないために相談に至っていない場合があること」が示されて

いる。千葉市においても、千葉市生活自立・仕事相談センターに寄せられ

る相談のうち、関係機関からの紹介等、本人以外からの相談が３５％を占

めており、同様の傾向にある。また、千葉市における自立相談支援機関に

対する１０万人あたりの新規相談件数は８．２件であり、国が示す目安値

２２件（いずれの数も平成２８年度の数）とは乖離があることから、更に

多くの潜在的な需要があるものと考えられる。 

このため、貧困リスクの高い者を地域でいかに把握し、支援に結び付け

ていくか、また、相談窓口へ行かない者や行けない者をどう支援機関に繋

いでいくかが課題となる。 

ウ 千葉市が実施した市民へのＷＥＢアンケートでは、困りごとを抱えてい

る者への支援経験について、７０％の者が経験なしと回答しており、周囲

に困りごとを抱えている者がいても、それ以上の関与が難しい実態が明ら

かとなった。このように、近隣住民が気付いていながら、適切に行政や支

援機関に繋がっていないことがあると考えられ、貧困リスクが高い者を発

見した際に、いかに窓口に繋げるかが課題となる。 
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エ 相談するタイミングが遅いことにより、相談時点で既に問題が深刻化・

複雑化してしまっており、解決までに長期間を要する場合がある等、貧困

リスクが高い者や孤立者をいかに早期に把握するかが課題となる。 

 

 

（２）相談体制の強化・充実、包括的な相談支援が必要であること 

ア 平成２８年度における生活保護の開始理由は、貯金等の減少・喪失が  

４７．６％、世帯主の傷病が１３．２％であった。千葉市生活自立・仕事

相談センターへの相談は、経済的困窮が１９．７％、就職活動困難が   

１０．２％、住まい不安定が１０．４％、メンタルヘルスが７．４％、病

気が６．６％となっており、相談内容が多岐に渡っている実態が明らかに

なった。国が行った「平成２８年度社会福祉推進事業「生活困窮者自立支

援制度の自立相談支援機関における支援実績の分析による支援手法向上

に向けた調査研究事業」（みずほ情報総研株式会社）」の結果においても、

自立相談支援機関への相談のうち、経済的困窮、就職活動困難、病気、家

族の問題、住まいの問題等の複数の問題を抱える相談が５５．９％と半数

を超えている実態が明らかにされている。 

生活困窮者の相談は、経済的な困窮から家族問題まで多岐に渡っており、

全世代・全対象型の包括的な相談支援体制が求められている。現に、千葉

市生活自立・仕事相談センターでは、同一世帯に①介護を要する高齢者、

②病気を抱える子ども、③生活態度に問題がある孫がいるといったような

一つの福祉制度、一つの支援機関だけでは対応が困難な相談が増えている。 

イ 千葉市における自立相談支援機関に対する１０万人あたりの新規相談

件数は８．２件であり、国が示す目安値２２件（いずれの数も平成２８年

度の数）とは乖離があることから、更に多くの潜在的な需要があるものと

考えられ、これに対応できるだけの相談体制が必要となる。 

ウ 相談機関へのアンケート調査では、高齢者が生活困窮しているケースで

は紹介する機関等が限定的であること、相談できる機関の情報が不足して

いることが課題として挙げられた。また、前述のとおり、生活困窮者の相

談は多岐に渡っており、相談機関のより一層の連携強化・相談体制の充実

が求められている。 

 

 

（３）多様なサービスの提供、支援体制の充実が必要であること 

  ア 貧困リスクの高い者の把握及び数値化には至らなかったため、必要な

サービスの過不足について判断することはできなかった。しかし、現在

の制度では、離職者について、住居を継続して確保するための現金の給

付としては当座の家賃費用を支払う制度（生活困窮者自立支援法に基づ

く住居確保給付金制度）しかないこと、１～２週間の当面の生活費を賄
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う制度が貸付制度しかないこと、ホームレス、ネットカフェ・２４時間

営業での暮らしの者に対し、一時的にシェルターという形で衣食住を提

供できるものとして生活困窮者自立支援法に基づく一時生活支援事業が

あるが継続的に支えていく支援とはなっていないこと、身寄りのない者

への住居確保が難しいこと等、サービス量が限定されているものやそも

そも制度の狭間で対応が十分にできないものがある。 

イ 相談機関へのアンケートでは、ひとりが６種類の問題を抱える多問題事

例の存在が明らかになり、社会環境の変化に伴い、様々な分野の課題が絡

み合って複雑化し、既存の制度だけでは十分に対応できない者への支援の

必要性が示される等、行政機関による支援の充実、民間団体等との更なる

連携が求められている。 

ウ 千葉市生活自立・仕事相談センターの支援業務の１～２割は部屋探しと

なっており、特に、生活保護を受給せず収入が不安定な者についての部屋

探しに苦労している。 

 

（４）多様な主体との連携強化が必要であること 

  ア 貧困とは、様々な要因で陥ると考えられること、貧困リスクの高い者

は複合的な問題を抱えている場合が多いこと等から、全庁横断的な相談

支援体制が必要である。厚生労働省が行った「自立相談支援機関の連携

状況に関するアンケート」（平成２７年１２月実施）によれば、自立相談

支援機関に繋がった実績がある庁内関係機関が多い自治体ほど、自立相

談支援機関への新規相談件数が多くなっている実態が明らかにされてい

るところ、千葉市における自立相談支援機関に対する１０万人あたりの

新規相談件数は８．２件であり、国が示す目安値２２件（いずれの数も

平成２８年度の数）とは乖離があり、庁内関係機関との連携をより進め

ていく必要があると考える。 

イ 生活困窮者の支援については、制度の狭間で対応できないものや不足し

ているサービスについての対応を検討する必要がある。 

また、急速な人口減少を背景に、行政だけでは対象ごとの安定的な事業

運営が難しくなっていることから、民間支援団体、地縁団体等と連携を図

りながら支援を行っていく必要がある。 

 

（５）子どもへの対策が必要であること 

ア 経済的に困難な状況にある生活保護世帯や児童扶養手当受給世帯、就学

援助を利用している世帯の児童や社会的養護の対象児童等、支援を要する

子どもは約１万３千人、約１３人に１人となっている（千葉市こども未来

応援プランから抜粋）。これらの児童は、一般世帯に比べて高校等進学率

が低く、教育の機会が得られ難いこと等から将来貧困に陥るリスクが高い

と考えられる。さらに、子どもの貧困率は１３．９％（全国）で、約７人
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に１人が貧困世帯で暮らしている状況にあり、こうした子どもに対する更

なる支援が必要となっている。 

イ 経済的困窮を理由に学習機会の不均衡が生じないよう、特に高校生まで

の間に、公的機関が子どもの貧困にアプローチする必要がある。ただし、

高校中退の理由には、本人自身の問題だけでなく、進学に対して家族の理

解が得られない等、家庭の問題であるケースもあり、この点についても支

援が必要である。 

 

（６）健康の保持増進を図る必要があること 

ア 相談機関へのアンケートでは、「身体的病気・怪我」の相談が１１％、

「精神的病気・メンタル」の相談が７％となっており、合計すると、経済

的困窮の次に多い相談となっている。また、生活保護の開始理由では「世

帯主の傷病」が３番目に多く、栄養面や薬物対策、健診等健康分野での対

応が不可欠となっている。 

イ 市民へのアンケート調査で市民が「貧困」をどのような状態と考えてい

るかについての問いに対し、「食事が肉なしカレーであること」や「精肉

や鮮魚を食べる余裕がないこと」、「果物が高くて買えないこと」等の回答

があり、生活困窮者が、安くて満腹感を得やすい炭水化物を多く摂取する

傾向にあることが垣間見られ、実際、食べていくのがやっとという状況で

は、バランスの良い食事や健診を受診する等の健康面にまで意識が回らな

いと考えられる。 

ウ 平成２６年の国民健康・栄養調査「所得と生活習慣等に関する状況につ

いて」では、所得の低い世帯と所得の高い世帯とを比較すると、所得の低

い世帯では、穀物類の摂取が多く、野菜類や肉類の摂取が少ない。また、

習慣的に喫煙している者の割合が高い、健診の未受診者の割合が高い、歯

の本数が２０歯未満の者の割合が高い等が示されている。  
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第５章 貧困対策推進施策の方向性について 

前章の諸課題を踏まえ、貧困対策推進のための方向性について整理した。 

 

１ 早期の相談への結び付け 

（１）地域において、状況によって「貧困は誰にでも起こりうる問題」として

意識啓発を行うとともに、貧困リスクが高い者に気づく関係づくりに努め

る。また、支援を必要とする者を発見した際に、速やかに支援機関に繋げ

られるようにする。 

（２）支援を必要とする者が、相談窓口に関する情報を確実に得られるように

するとともに、相談窓口に行かない者や行けない者を相談窓口に繋げるた

めにアウトリーチを行う等の取組みを進める。 

（３）問題が複雑化、深刻化すると、解決までに相当の労力と時間を要するこ

とから、早期に相談に結びつける仕組みを構築する。 

 

２ 相談体制の強化 

今後も、複合的な問題を抱える者の増加が予測されることから、相談を包

括的に受け止め、多様なサービスと連携する身近な相談窓口の強化等を推進

する。 

 

３ 多様なサービスの提供、支援体制の充実 

（１）困りごとを抱えている課題は様々であり、それぞれの事情に寄り添った

支援を行うことができる体制を構築する。 

（２）就労支援及び生活の安定のため基本的な要素である住宅支援について、

特に充実させる。 

（３）行政だけでは対応できない課題について、民間団体等のサービスの活用

を検討し、多様なサービスを提供できるようにする。 

 

４ 相談機関、サービス提供機関等のネットワークの強化 

（１）全庁横断的な支援体制を構築し、継続的な情報共有等を図る。 

（２）複数の課題、複合的な課題を持つ者への対応を円滑に行うため、関係機

関・団体、地域住民等との連携・ネットワークの強化を推進する。 

 

５ 子どもへの対策 

子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることなく、全て

の子どもたちが夢と希望を持って成長していける社会の実現を図るため、学

習の機会均等と貧困の状況にある子どもが健やかに育成される環境整備を

推進する。 

 ※ 子どもの貧困対策に係る部分については、既に千葉市こども未来応
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援プランの中で基本理念、基本目標（取組みの視点）が掲げられ、こ

れを踏まえた施策が明記されているため、子どもの貧困対策に係る部

分は、同プランに委ねる。ただし、同プランに記載された施策のうち、

生活困窮者自立支援制度に係る施策については、今後、取り組むべき

施策として、本プランにおいても重複して記載する。 

 

６ 健康の保持増進 

健康状態の悪化は、生活困窮に陥る要因のひとつとなることから、日頃か

らの健康保持への意識付けに努める。また、健診の受診等を推進する。 
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第６章 貧困対策推進のための施策について 

 

 

 

 

 

相 談 者 

相談 

千葉市生活自立・仕事相談センター 

千葉市生活自立・仕事相談 

センターに係る情報提供 

各種手続・相談等 

相談に至っていない者 

（自尊感情が低下している者、 

社会的孤立者 等） 

各 分 野 の 支 援 事 業 ・ 支 援 機 関 に よ る 支 援 

 

 

 

 

 

 

 

生 活 困 窮 状 態 か ら の 脱 却 

自ら相談に行かない、行けない、説明できない

者もおり、情報提供による「待ちの支援」だけ

ではなく支援機関自らアプローチする。 

民生委員、町内自治会、ＣＳＷ、ＮＰＯ法人等による支援を必要とする者に係る情報提供 

生活困窮者自立支援制度を核とした支援 

（自立相談支援、住居確保給付金、就労準備支援、

一時生活支援、学習支援、家計相談 等） 

生活保護等の各福祉

制度による支援 

民生委員による見守り、 

ＮＰＯ法人による居場所作り等 

千葉市生活自立・仕事相談センターは、必要に応じて、 

支援機関との調整等を行いながら、包括的な支援を実施 

数値目標 

① 千葉市における自立相談支援機関に対する新規相談件を、国が示すＫＰＩと同等に近

づける。 

② 上記①を前提に、プラン作成件数、就労支援対象者数及び就労・増収率を国が示すＫ

ＰＩと同等とする。 
 

 市実績（H28年度） 国の H29年度目安値 KPI（H30年度） 

新規相談件数 8.2件 24件 26件 

プラン作成件数 4.3件 12件 新規相談件数の 50% 

就労支援対象者数 2.4件 7件 プラン作成件数の 60% 

就労・増収率 91% 70% 75% 

※新規相談件数、プラン作成件数及び就労支援対象者数は、人口 10万人・1 か月あたりの数 

 

 

 

 

 

早 期 発 見 

支 援 を 必 要 と す る 者 

 

支援を届ける 

各種の就労支援 

（ハローワークとの連携等） 

子どもナビゲーター 

※子どもの貧困対策を行う子どもナビゲーターを千葉市生活

自立・仕事相談センターに併設し、一体的に実施 

住宅 

家賃の手続・相談 

ホームレス 

ホームレスの自立の支援 

各種保険料 

納付手続・相談 

従来のアウトリーチ等 

新たなアプローチ 

障害・介護 

認定申請・手続 

健康 

健康に関する相談 

住宅情報提供事業の活用等による住宅支援 法テラスによる支援 

43 

早 期 発 見 

生活困窮の端緒を見逃さず、支援機関に繋げるた

め、本人同意に基づき情報共有シートによる情報

共有を行う。 
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１ 施策の方向性１ 貧困リスクの高い者、孤立者の早期発見 

 

●貧困対策の周知啓発（保護課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

相談窓口の一覧を掲

載したチラシを作成

し、町内自治会等に配

布することで相談窓

口の周知啓発を図る。 

未実施 相談窓口の一覧を掲

載したチラシの作

成・全町内自治会等

に対する配布 

相談窓口の一覧を

掲載したチラシを

町内自治会等に配

布することで相談

窓口の周知啓発を

図り、地域等の者

が、支援を必要とす

る者を発見した際

に、支援機関に速や

かに繋げられるよ

うにする。 

 

 

●貧困対策の周知啓発（保護課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

各関係機関等に千葉

市生活自立・仕事相談

センターの周知用ポ

スターやカードチラ

シの配架を依頼する。 

一部実施（一部窓

口において実施済

み） 

啓発用ポスター及び

カードチラシの各窓

口等における配架 

 

啓発用ポスターや

カードチラシによ

る情報提供を行う

ことで早期発見・早

期支援に結びつけ

る。 
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●情報共有体制の構築（保護課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

情報共有シートを作

成・活用することで関

係各課・関係機関等と

千葉市生活自立・仕事

相談センターとの情

報共有・連携強化を図

る。 

未実施 情報共有シートの作

成・活用により情報

共有体制を構築す

る。 

情報共有シートを

活用することで「情

報提供」に留まらな

い「情報共有」を実

現し、支援を必要と

する者に確実に支

援を届けるととも

に、早期発見・早期

支援を実現する。 

 

 

●関係機関との連携強化（保護課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

生活困窮者自立支援

法に係る各種事業等

を記載したマニュア

ル等や各関係機関等

の業務内容、連絡先等

を記載した一覧表等

を作成することによ

り、関係機関等に対す

る制度や連絡先の周

知を行い、早期発見・

早期支援に繋げる。 

未実施 生活困窮者自立支援

法に係る各種事業や

千葉市生活自立・仕

事相談センターとの

連携方法等を記載し

たマニュアル及び関

係機関等の一覧表の

作成及び周知 

マニュアルの作成

や関係機関等の一

覧表の活用により、

各関係機関等との

連携を強化するこ

とで、様々な悩みを

抱える者の早期発

見・早期支援に繋げ

る。 
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●あんしんケアセンターと千葉市生活自立・仕事相談センターとの連携強化（地

域包括ケア推進課、保護課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

あんしんケアセンタ

ーが行う総合相談の

中で、貧困に関する問

題に適切に対処する

ために、千葉市生活自

立・仕事相談センター

との連携を密にする。 

未実施 実施 あんしんケアセン

ターに対して生活

困窮者自立支援制

度や千葉市生活自

立・仕事相談センタ

ーについての周知

を行い、連携体制を

構築していくとと

もに、地域ケア会議

等で貧困に関する

問題を取り上げる

場合は、必要に応じ

て 千 葉 市 生 活 自

立・仕事相談センタ

ー職員が助言を行

う体制を構築する。 

 

 

●民生委員との連携（地域福祉課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

民生委員・児童委員が

行う日々の活動等を

通じて、地域住民に対

し、制度等の周知が図

られるよう、委員に対

し、協議会や研修会等

で、周知する。 

実施 実施 各区の協議会、研修

会等で、委員に制度

等を周知すること

で、支援を必要とす

る人を早期に発見

し、支援に繋げられ

るようにする。 

 

 

 

 

 

 



47 

      

 

●相談窓口での連携強化（国民健康保険、後期高齢者医療制度、国民年金の保

険料減免申請者等に対する情報提供）（健康保険課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

各区役所の市民総合

窓口課の窓口におい

て、国民健康保険、後

期高齢者医療制度、国

民年金の保険料の減

免申請や相談時に、必

要に応じて、千葉市生

活自立・仕事相談セン

ターや関係各課等、相

談窓口に係る情報提

供を行う。 

実施 

 

実施 市民及びその家族

への制度・相談窓口

の周知を図るほか、

職員による制度・相

談窓口の適切な案

内体制をつくる。 

 

 

●相談窓口での連携強化（介護保険料の納付相談者等に対する情報提供）（介護

保険管理課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

保健福祉センター等

の窓口で介護保険料

の納付相談があった

際に、必要に応じて、

千葉市生活自立・仕事

相談センターや関係

各課等、相談窓口に係

る情報提供を行う。 

未実施 実施 市民及びその家族

への制度・相談窓口

の周知を図るほか、

職員による制度・相

談窓口の適切な案

内体制をつくる。 
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●相談窓口での連携強化（障害者年金未申請者への情報提供）（障害者自立支援

課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

障害手帳交付時や等

級変更時に、「障害者

福祉のあんない」の年

金のページや日本年

金機構発行の「障害年

金ガイド」等を活用

し、障害年金の申請漏

れのないようにする。 

一部実施 実施 障害年金の制度に

ついて、知ってもら

う機会を増やすこ

とで、申請漏れを少

なくする。 

 

 

●相談窓口での連携強化（貧困滞納者への支援強化）（債権管理課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

無財産、生活困窮等の

場合は、債権放棄等を

検討する。 

実施 実施 債権放棄等の制度

を、関係職員へ周知

（研修、債権管理ア

ドバイザー、通知

等）。 

 

 

●相談窓口での連携強化（市営住宅の家賃等の滞納者への情報提供）（住宅整備

課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

市営住宅の家賃滞納

者に対して、年４回の

催告書の送付時に「千

葉市生活自立・仕事相

談センターの案内を同

封し、同センターの情

報提供を行う。 

実施 実施 千葉市生活自立・仕

事相談センターの案

内を同封することに

より、同センターの

利用をこれまで以上

に促進する。 
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●相談窓口での連携強化（市営住宅の家賃減免制度対象者への支援強化）（住宅

整備課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

全入居者に対し、年２

回減免制度の周知を

図るとともに、分割相

談や訪問徴収時等、機

会あるごとに減免申

請を促すことで対象

者を支援する。 

実施 実施 年２回、家賃減免制

度チラシの郵送に

より制度を周知。分

割納付相談等にお

いて家賃減免申請

に導く。 

 

 

●就学援助、学習支援事業等周知のための教職員への啓発強化（学事課、保護課）  

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

現在、担当者向けに毎

年説明会を行ってい

るが、担当以外の教職

員向けの研修用資料

を作成し、全教職員が

経済的に困難な保護

者へ就学援助の提案

ができるよう啓発す

る。 

また、就学援助に係る

研修用資料に学習支

援事業や千葉市生活

自立・仕事相談センタ

ーの内容を盛り込み

全教職員への周知を

図る。 

一部実施 実施 全教職員が経済的

に困難な保護者へ

就学援助を提案で

きるようにする。 
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２ 施策の方向性２ 相談体制の強化・充実、包括的な相談支援 

 

●千葉市生活自立・仕事相談センターの充実（保護課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

様々な悩みを抱えた

者に対する相談窓口

である千葉市生活自

立・仕事相談センター

について相談体制を

充実させる。 

センター設置箇所

数 ３か所 

センター従事者数 

15人 

センター従事者数 

20人 

既存センターの利

用状況等を踏まえ

た上で、千葉市生活

自立・仕事相談セン

ターの従事者数の

増加、同センターの

増設等により、様々

な悩みを抱えた者

に対する包括的な

支援体制を構築す

る。 

 

 

●あんしんケアセンターの総合相談機能拡充（地域包括ケア推進課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

あんしんケアセンタ

ーは、役割として高齢

者に係る総合相談業

務を担っており、貧困

に関する内容ついて

も相談を受けている。

なお、平成 29 年度よ

り、市内 24 か所から

30 か所（出張所２か

所含む）に増設し、包

括三職種人数も増員

しており、よりきめ細

かな総合相談を行っ

ている。 

市内 30か所設置 

三職種 137人配置 

市内 30か所設置 

三職種 150人配置 

総合相談をきめ細

かに行う為、包括三

職種を高齢者人口

の増数に併せて適

切に配置する。 
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●ひきこもり地域支援センターの充実（精神保健福祉課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

ひきこもり本人及び

家族等からの電話、来

所等による相談に応

じ適切な助言を行う

とともに、家庭訪問を

中心とするアウトリ

ーチ型の支援を実施

し、本人の自立の促進

及び家族等の福祉向

上を図る。 

電話による相談中

心から、来所や訪

問による相談支援

件数も徐々に増加

している。平成 28

年度からはひきこ

もりサポーターを

養成し、派遣も行

っている。 

相談支援の継続実施 センターにおける

普及啓発・情報発信

機能をさらに充実

させるとともに、本

人との信頼関係の

構築に努め、アウト

リーチ型の支援件

数の増加を目指す。 

 

 

●ひとり親家庭相談窓口の充実（こども家庭支援課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

ひとり親家庭の親が

手当等の手続きで来

所した機会を活用し、

相談に応じることで、

各種支援制度の周知

や情報提供を行い、さ

らに就労支援等によ

り、自立の促進を図

る。 

児童扶養手当の現

況届のお知らせを

送付する際に、ひ

とり親家庭向けの

案内リーフレッ

ト、学習支援事業

のチラシ等を同封

し、情報提供を行

っている。 

継続実施 各種支援制度の周

知を行うとともに、

関係機関との連携

の推進と強化を図

り、相談支援体制を

より充実させる。 

 

 

●就学援助受給者の他制度との連携（学事課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

認定通知書を保護者

へ送付する際、「学習

支援事業」の案内チラ

シを同封し、制度の周

知を行っている。 

実施 実施 他部署等が所管し

ている制度との連

携を図る。 
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●就学援助、学習支援事業等周知のための教職員への啓発強化（学事課、保護課）※再掲  

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

現在、担当者向けに毎

年説明会を行ってい

るが、担当以外の教職

員向けの研修用資料

を作成し、全教職員が

経済的に困難な保護

者へ就学援助の提案

ができるよう啓発す

る。 

また、就学援助に係る

研修用資料に学習支

援事業や千葉市生活

自立・仕事相談センタ

ーの内容を盛り込み

全教職員への周知を

図る。 

一部実施 実施 全教職員が経済的

に困難な保護者へ

就学援助を提案で

きるようにする。 

 

 

●情報共有体制の構築（保護課） ※再掲 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

情報共有シートを作

成・活用することで関

係各課・関係機関等と

千葉市生活自立・仕事

相談センターとの情

報共有・連携強化を図

る。 

未実施 情報共有シートの作

成・活用により情報

共有体制を構築す

る。 

情報共有シートを

活用することで「情

報提供」に留まらな

い「情報共有」を実

現し、支援を必要と

する者に確実に支

援を届けるととも

に、早期発見・早期

支援を実現する。 
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３ 施策の方向性３ 多様なサービスの提供、支援体制の充実 

 

●生活困窮者自立支援事業の活用（保護課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

住居を喪失し、又は喪

失するおそれのある

者に対し、生活困窮者

自立支援法に基づく

住居確保給付金の給

付や一時生活支援事

業（シェルター）を活

用する。 

実施 実施 ハローワーク等の

関係機関に対し、制

度を周知し、活用を

促すとともに、各種

事業を活用するこ

とで必要な支援を

行う。 

 

 

住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録制度の活用（住宅政策課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

低額所得者を含む住

宅確保要配慮者の入

居を拒まない賃貸住

宅を登録し、対象者が

安心して住戸を選択

できるしくみを構築

するため、制度の周知

を図る。 

制度対象者 

①低額所得者②被

災者③高齢者④障

害者⑤子供を養育

しているもの 等 

実施 不動産業界に制度

周知を図ることに

より、登録を促進す

る。 

 

 

●住宅情報提供事業（すまいのコンシェルジュ）の活用（住宅政策課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

市内への引越しを考え

られている低額所得者

や高齢者等に対して、

住宅情報のほか、より

身近な地域の住環境の

情報提供を行う。 

実施 実施 相談件数の増加を目

指す。 
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●市社協日常生活自立支援事業の充実（地域福祉課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

複合的な課題を抱え

た市民の状況を的確

に捉え、総合的な支援

につなげられるよう

ＣＳＷが支援を必要

とする者に関する情

報を得る機会の増加

を図る。 

（現在の主な情報

源） 

①民生委員・児童

委員 

②あんしんケアセ

ンター 

③生活福祉資金借

受希望者 

実施 ＣＳＷの活動情報

源に日常生活自立

支援事業の利用相

談者情報を加える

等により拡充し、総

合的な支援を実施

する。 

 

 

●ＮＰＯ法人をはじめとする関係機関との連携（地域福祉課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

市内で地域福祉、貧困

対策について意欲的

に取り組んでいるＮ

ＰＯ法人等と一層の

連携を図る。 

未実施 実施 生活自立・仕事相談

センターを中心に、

ＮＰＯ法人をはじ

めとした公民関係

機関が協働して生

活課題を解決する

ための体制づくり

の構築を図る。 

 

 

 

 

  



55 

      

 

４ 施策の方向性４ 多様な主体との連携強化 

 

●千葉市社会福祉協議会との連携（地域福祉課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

市域全域をカバーし、

住民主体で地域福祉

活動に従事する社会

福祉協議会地区部会

関係者に対して、相談

機関等を周知し、福祉

活動や見守り活動等

から情報提供を受け

ることで、対象者の把

握を行い適切に対応

する。 

未実施 実施 社会福祉協議会地

区部会関係者に対

して、相談機関等を

周知する。 

 

 

●ＮＰＯ法人をはじめとする関係機関との連携（地域福祉課） ※再掲 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

市内で地域福祉、貧困

対策について意欲的

に取り組んでいるＮ

ＰＯ法人等と一層の

連携を図る。 

未実施 実施 生活自立・仕事相談

センターを中心に、

ＮＰＯ法人をはじ

めとした公民関係

機関が協働して生

活課題を解決する

ための体制づくり

の構築を図る。 
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●千葉労働局との雇用対策協定を通じた連携強化（経済企画課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

毎年度、千葉労働局と

連携する取組事項に

ついて、事業計画を策

定し、地域の雇用に係

る施策を展開する。 

平成 28 年 7 月 13

日に雇用対策協定

締結 

平成 29 年 6 月 13

日付で平成 29 年

度事業計画を策定

済み。 

継続実施 事業計画のとおり 

 

 

●関係機関との連携強化（保護課） ※再掲 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

生活困窮者自立支援

法に係る各種事業等

を記載したマニュア

ル等や各関係機関等

の業務内容、連絡先等

を記載した一覧表等

を作成することによ

り、関係機関等に対す

る制度や連絡先の周

知を行い、早期発見・

早期支援に繋げる。 

未実施 生活困窮者自立支援

法に係る各種事業や

千葉市生活自立・仕

事相談センターとの

連携方法等を記載し

たマニュアル及び関

係機関等の一覧表の

作成及び周知 

マニュアルの作成

や関係機関等の一

覧表の活用により、

各関係機関等との

連携を強化するこ

とで、様々な悩みを

抱える者の早期発

見・早期支援に繋げ

る。 
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●あんしんケアセンターと千葉市生活自立・仕事相談センターとの連携強化（地

域包括ケア推進課、保護課）  ※再掲 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

あんしんケアセンタ

ーが行う総合相談の

中で、貧困に関する問

題に適切に対処する

ために、千葉市生活自

立・仕事相談センター

との連携を密にする。 

未実施 実施 あんしんケアセン

ターに対して生活

困窮者自立支援制

度や千葉市生活自

立・仕事相談センタ

ーについての周知

を行い、連携体制を

構築していくとと

もに、地域ケア会議

等で貧困に関する

問題を取り上げる

場合は、必要に応じ

て 千 葉 市 生 活 自

立・仕事相談センタ

ー職員が助言を行

う体制を構築する。 

 

 

●民生委員との連携（地域福祉課）  ※再掲 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

民生委員・児童委員が

行う日々の活動等を

通じて、地域住民に対

し、制度等の周知が図

られるよう、委員に対

し、協議会や研修会等

で、周知する。 

実施 実施 各区の協議会、研修

会等で、委員に制度

等を周知すること

で、支援を必要とす

る人を早期に発見

し、支援に繋げられ

るようにする。 
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●ひとり親家庭相談窓口の充実（こども家庭支援課） ※再掲 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

ひとり親家庭の親が

手当等の手続きで来

所した機会を活用し、

相談に応じることで、

各種支援制度の周知

や情報提供を行い、さ

らに就労支援等によ

り、自立の促進を図

る。 

児童扶養手当の現

況届のお知らせを

送付する際に、ひ

とり親家庭向けの

案内リーフレッ

ト、学習支援事業

のチラシ等を同封

し、情報提供を行

っている。 

継続実施 各種支援制度の周

知を行うとともに、

関係機関との連携

の推進と強化を図

り、相談支援体制を

より充実させる。 

 

 

●就学援助受給者の他制度との連携（学事課）  ※再掲 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

認定通知書を保護者

へ送付する際、「学習

支援事業」の案内チラ

シを同封し、制度の周

知を行っている。 

実施 実施 他部署等が所管し

ている制度との連

携を図る。 
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●就学援助、学習支援事業等周知のための教職員への啓発強化（学事課、保護課）※再掲  

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

現在、担当者向けに毎

年説明会を行ってい

るが、担当以外の教職

員向けの研修用資料

を作成し、全教職員が

経済的に困難な保護

者へ就学援助の提案

ができるよう啓発す

る。 

また、就学援助に係る

研修用資料に学習支

援事業や千葉市生活

自立・仕事相談センタ

ーの内容を盛り込み

全教職員への周知を

図る。 

一部実施 実施 全教職員が経済的

に困難な保護者へ

就学援助を提案で

きるようにする。 

 

 

●情報共有体制の構築（保護課）  ※再掲 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

情報共有シートを作

成・活用することで関

係各課・関係機関等と

千葉市生活自立・仕事

相談センターとの情

報共有・連携強化を図

る。 

未実施 情報共有シートの作

成・活用により情報

共有体制を構築す

る。 

情報共有シートを

活用することで「情

報提供」に留まらな

い「情報共有」を実

現し、支援を必要と

する者に確実に支

援を届けるととも

に、早期発見・早期

支援を実現する。 
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５ 施策の方向性５ 子どもへの対策 

 

●子どもの学習支援事業の強化（保護課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

親から子への貧困の

連鎖を防止するため

の学習支援事業を、生

活保護受給世帯のほ

か、就学援助や児童扶

養手当を受給する世

帯に対しても実施す

る。 

実施 実施 就学援助や児童扶

養手当を受給する

全世帯に周知する

ことで、支援を必要

とする者が、必要な

支援を受けられる

ようにする。 

 

 

●高校中退防止対策の検討（保護課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

生活保護受給世帯及

び生活困窮世帯に対

する学習支援事業参

加者の高校等進学後

の状況を把握すると

ともに、他市の状況等

を調査し、高校中退防

止対策について検討

する。 

未実施 学習支援事業参加者

の高校等進学後の状

況の把握、他市の状

況等の把握、高校中

退防止対策について

の検討 

学習支援事業参加

者に対して、高校等

進学後の状況を把

握し、サポートする

こと等により、高校

中退を防止する。 
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●子どもナビゲーターの配置・拡充（こども家庭支援課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

複合的な課題を抱え、

生活困窮等の状況に

ある子どもや家庭に

寄り添い、生活・学習

習慣の改善を直接働

きかけるとともに、子

どもや家庭に関わる

様々な支援員・支援機

関と連携し、適切な支

援先につなげていく

コーディネーターを

配置する。 

未実施 H30 年 1 月より実施

するモデル事業の効

果や課題の検証を踏

まえ、拡充を検討す

る。 

 

同左 
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６ 施策の方向性６ 健康の保持増進 

 

●依存症患者への支援の推進（精神保健福祉課、こころの健康センター） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

アルコール、薬物、ギ

ャンブル等依存症に

ついて、普及啓発を行

うとともに、依存症者

等やその家族に対す

る相談・支援体制を整

備し、必要な支援を提

供する。また、依存症

者等を支援する団体

に補助をする。 

一部実施 実施 依存症について理

解を深める機会の

増加等普及啓発の

推進、依存症者又は

家族に対する依存

症治療回復プログ

ラム等の実施及び

関係機関職員等の

依存症への支援技

術の向上を図る。 

 

●薬物乱用防止対策の普及啓発の推進（健康企画課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

千葉県や千葉市薬剤

師会等関係機関と連

携を図り、普及啓発を

行う。また、千葉市主

催のイベント（青少年

の日フェスタ・子ども

未来局所管）に参加し

普及啓発を行う。 

千葉県主催の街頭

キャンペーン等に

参加し、普及啓発

を共に推進してい

る。(一社)千葉市

薬剤会主催のイベ

ントにおいて、ポ

スター掲示やリー

フレット配布等に

より普及啓発を推

進する。千葉市青

少年の日フェスタ

（市子ども未来局

主催）に参加し、

ポスター掲示、リ

ーフレット及びポ

ケットティッシュ

を配布し普及啓発

を推進する。 

実施 左記の内容に加え

て、所管課である健

康企画課でのポス

ター掲示やリーフ

レット配布（常時）、

キャンペーン期間

中必要に応じてイ

ンターネットによ

る普及啓発を推進

する。 
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●栄養・食生活改善事業の推進（健康支援課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

健康課において実施

している、乳幼児から

高齢者までを対象と

する栄養相談におい

て、食事のバランスに

ついての知識の普及

を図る。 

平成 26 年国民健

康・栄養調査報告

では、世帯の所得

と食生活（野菜類

及び肉類摂取量）

の関係が報告され

ている。 

実施 家庭の状況に合わ

せた助言ができる

栄養相談において、

身近な食材を使っ

た調理方法等の紹

介をする。 

 

 

●国民健康保険被保険者を対象とした特定健康診査及び特定保健指導の実施及

び受診勧奨（健康保険課） 

取組内容 29年度 8月現況 32年度末目標 
到達目標 

（39年度末時点） 

メタボリックシンド

ローム(内臓脂肪症候

群）に着目し、生活習

慣病を予防するため、

40 歳以上の方を対象

に特定健康診査及び

特定保健指導を実施

する。また、より多く

の方の受診につなが

るよう、受診勧奨を実

施する。 

実施 実施 特定健康診査受診

率及び特定保健指

導実施率を向上さ

せる。 
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１ 施策の推進に向けた概略

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 相談体制の強化・充実、包括的な相談支援が必要 

生活困窮者の相談は、経済的困窮から家族問題まで多岐

に渡っており、包括的な相談体制が求められている。 

３ 多様なサービスの提供、支援体制の充実が必要 

（１）社会環境の変化に伴い、様々な分野の課題が絡み合って

複雑化し、既存の制度では十分に対応できない。 

（２）千葉市生活自立・仕事相談センターの支援業務の１・

２割は部屋探しであり、特に生活保護を受給していない

収入が不安定な者に対する部屋探しに苦労している。 

４ 多様な主体との連携強化が必要 

生活困窮者の支援においては、行政制度だけでなく、民間

支援団体、地域団体等と連携しながら対応する必要がある。 

６ 健康の保持増進を図ることが必要 

（１）栄養状態や健診を受診する等という健康面にまで意識

が回らない状況にあることや生活保護の開始理由の一つ

に「世帯主の傷病」があり、栄養面や薬物対策、健診等、

健康分野での対応が不可欠となっている。 

（２）所得の高い世帯と比較すると、所得の低い世帯では、

穀物類の摂取が多く野菜類や肉類の摂取が少ない、習慣

的に喫煙している者の割合が高い、健診の未受診者の割

合が高い、歯の本数が 20歯未満の者の割合が高いなど

が示されている。 

 

２ 相談体制の強化・充実、包括的な相談支援 

①千葉市生活自立・仕事相談センターの充実【保護課】 

②あんしんケアセンターの総合相談機能拡充【地域包括ケア推進課】 

③ひきこもり地域支援センターの充実【精神保健福祉課】 

④ひとり親家庭相談窓口の充実【こども家庭支援課】 

⑤就学援助受給者の他制度との連携【学事課】 

⑥就学援助、学習支援事業等周知のための教職員への啓発強化【学事課・保護課】※再掲１⑤ 

⑦情報共有体制の構築【保護課】 ※再掲１② 

 

３ 多様なサービスの提供、支援体制の充実 

①生活困窮者自立支援事業の活用【保護課】 

②住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録制度の活用【住宅政策課】 

③住宅情報提供事業（すまいのコンシェルジュ）の活用【住宅政策課】 

④市社協日常生活自立支援事業の充実【地域福祉課】 

⑤ＮＰＯ法人をはじめとする関係機関との連携【地域福祉課】 

４ 多様な主体とのネットワークの強化 

①千葉市社会福祉協議会との連携【地域福祉課】 

②ＮＰＯ法人をはじめとする関係機関との連携【地域福祉課】※再掲３⑤ 

③千葉労働局との雇用対策協定を通じた連携強化【経済企画課】 

④関係機関等との連携強化【保護課・地域包括ケア推進課・地域福祉課】※再掲１③ 

⑤ひとり親家庭相談窓口の充実【こども家庭支援課】※再掲２④ 

⑥就学援助受給者の他制度との連携【学事課】※再掲２⑤ 

⑦就学援助、学習支援事業等周知のための教職員への啓発強化【学事課・保護課】※再掲１⑤ 

⑧情報共有体制の構築【保護課】 ※再掲１② 

１ 貧困リスクの高い者、孤立者の早期発見 

①貧困対策の周知啓発【保護課】 

②情報共有体制の構築【保護課】 

③関係機関等との連携強化【保護課・地域包括ケア推進課・地域福祉課】 

④相談窓口での連携強化（国保・後期高齢・国民年金・介護・障害・各債権・

市営住宅）【健康保険課・介護保険管理課・障害者自立支援課・債権管理課・

住宅整備課】 

⑤就学援助、学習支援事業等周知のための教職員への啓発強化【学事課・保護課】  

１ 貧困リスクの高い者、孤立者の早期発見が必要 

（１）貧困リスクの高い者を把握することは難しい。 

（２）貧困リスクが高い者を発見した際にいかに窓口に繋げ

るかが課題である。 

（３）自尊感情の低下により相談に至っていない者、地域か

ら孤立し自ら情報にアクセスすることが難しいために

相談に至っていない者等をどう繋げるかが課題である。 

（４）相談時期が遅いことで問題が深刻化・複雑化し、解決

に長期間を要する等、早期発見の取組みが必要である。 

１ これまでの取組みから見える課題 ２ 施策の方向性 ３ 施策の推進について 

１ 早期の相談への結び付け 

（１）地域において、状況によって「貧困は誰にでも起こりうる問題」

として意識啓発を行うとともに、貧困リスクが高い者に気づく関

係づくりに努める。また、支援を必要とする者を発見した際に、

速やかに支援機関に繋げられるようにする。 

（２）支援を必要とする者が相談窓口に関する情報を確実に得られる

ようにするとともに、相談窓口に行かない者や行けない者を相談

窓口に繋げるためにアウトリーチを行う等の取組みを進める。 

（３）問題が複雑化、深刻化すると、解決までに時間を要することか

ら、早期に相談に結びつける仕組みを構築する。 

 

２ 相談体制の強化 

複合的な問題を抱える相談に対し、これを包括的に受け止め、多様

なサービスと連携する身近な相談窓口の強化等を推進する。 

 

３ 多様なサービスの提供、支援体制の充実 

（１）困りごとを抱えている課題は様々であり、それぞれの事情に寄

り添った支援を行うことができる体制を構築する。 

（２）就労支援及び生活の安定のための基本的な要素である住宅支援

について、特に充実させる。 

（３）行政だけでは対応できない課題について、民間団体等のサービ

スの活用を検討し、多様なサービスを提供できるようにする。 

 

４ 相談機関、サービス提供機関等のネットワークの強化 

全庁横断的な支援体制を構築し、継続的な情報共有等を図る。また、

複合的な課題を持つ者への対応を円滑に行うため、関係機関・団体、

地域住民等との連携・ネットワークの強化を推進する。 

 

５ 子どもへの対策 

子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることな

く、全ての子どもたちが夢と希望を持って成長していける社会の実

現を図るため、学習の機会均等と貧困の状況にある子どもが健やか

に育成される環境整備を推進する。（子どもの貧困対策については、

「千葉市こども未来応援プラン（子どもの貧困対策推進計画）」に委

ねる。） 

６ 健康の保持増進 

健康状態の悪化は、生活困窮に陥る要因のひとつとなることから、

日頃からの健康保持への意識付けに努める。また、健診の受診等を推

進する。 

 

６ 健康の保持増進 

①依存症患者への支援の推進【精神保健福祉課・こころの健康センター】 

②薬物乱用防止対策の普及啓発の推進【健康企画課】 

③栄養・食生活改善事業の推進【健康支援課】 

④国民健康保険被保険者を対象とした特定健康診査及び特定保健指導の実

施及び受診勧奨【健康保険課】 
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５ 子どもへの対策が必要 

（１）経済的に困難な状況にあり、生活保護等の支援制度を

利用している世帯の子どもは約 1万３千人となってお

り、これ以外にも厳しい環境にある子どもたちが多くい

ると推測される。また、生活保護世帯の高校等進学率は

他世帯と比べ約１２ポイント低く、学習機会の不均衡が

懸念され、高校生までの間に、公的機関が子どもの貧困

にアプローチする必要がある。 

（２）複合的な課題を抱える生活困窮家庭等の子どもやその

家庭に対し、生活習慣・学習習慣の改善を働きかけ、適

切な支援制度に繋げていく必要がある。 

５ 子どもへの対策 

①子どもの学習支援事業の強化【保護課】 

②高校中退防止対策の検討【保護課】 

③子どもナビゲーターの配置・拡充【こども家庭支援課】 
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２ 市民意識調査（千葉市ウエブ（ＷＥＢ）アンケート調査）の結果 

（１）調査期間    平成２８年１０月１日～同月１０日 

（２）回答者の属性 

 

 

（３）回答結果 

【問１】「困りごとの相談」についてお聞きします。「千葉市生活自立・仕事相談センター」

を知っていますか。（１つだけ） 

 

 

 

 

 

【問２】市内には、生活の困りごとに関する相談窓口や相談体制として、次の機関・体制が

あります。もし、あなたが生活に困りごとを抱えているとしたら、まずはどこに相談

しますか。（３つまで回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回 答 者 数 586 人
～１０代 1 0.2%
２０代 18 3.1%

男 308 52.6% ３０代 109 18.6%
女 275 46.9% ４０代 184 31.4%
未回答 3 0.5% ５０代 108 18.4%

計 586 100.0% ６０代 90 15.4%

７０代以上 76 13.0%

計 586 100.0%

会社員 198 33.8%
自営・自由業 33 5.6%
パート・アルバイト 81 13.8% 中央区 138 23.5%
公務員 24 4.1% 花見川区 92 15.7%
学生 7 1.2% 稲毛区 99 16.9%
専業主婦・主夫 128 21.8% 若葉区 93 15.9%
無職 101 17.2% 緑区 54 9.2%
その他 14 2.4% 美浜区 110 18.8%

計 586 100.0% 計 586 100.0%

性　別

年　代

居　住　区

職　業

回答数 回答割合

名称・業務とも知っていた 61 10.4%
名称は聞いたことがあるが、業務は知らなかった 124 21.2%
名称・業務とも知らなかった 401 68.4%

586 100.0%

設問

計

回答数 回答割合

区役所、保健福祉センター 413 44.3%
千葉市生活自立・仕事相談センター 87 9.3%
あんしんケアセンター 66 7.1%
民生委員・児童委員 54 5.8%
ハローワーク（公共職業安定所） 90 9.6%
千葉市（県）社会福祉協議会 47 5.0%
民間支援団体（法テラス、ＮＰＯ法人 等） 74 7.9%
医療機関 70 7.5%
その他 32 3.4%

933 100.0%

設問

計
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【問３】生活の困りごとのひとつとして、経済的な問題があげられます。そのうち、あなた

にとって、どのような状態を「貧困」だと考えますか。（自由記述） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問４】生活に困りごとを抱えている方は、あなたの周りにいますか。いる場合、その方と

はどのような関係ですか。（複数選択可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問５】問４で「家族・親戚」「友人」「近隣住民」「上司・同僚」「その他」と回答した方に

お聞きします。その方の困りごとは何ですか。（複数選択可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答数 回答割合

家族・親戚 143 22.5%
友人 56 8.8%
近隣住民 38 6.0%
上司・同僚 12 1.9%
いない 356 56.1%
その他 30 4.7%

635 100.0%

設問

計

回答数 回答割合

経済的なこと（低収入、借金など） 123 14.9%
身体のこと（病気、けがなど） 95 11.5%
障害のこと（身体障害、精神障害、知的障害など） 68 8.3%
メンタルヘルスのこと（うつ病、アルコール依存症など） 53 6.4%
社会生活のこと（就職難、職場環境、社会的孤立など） 60 7.3%
家庭生活のこと（家庭不和、DV、住居不安定など） 44 5.3%
わからない 9 1.1%
その他 14 1.7%
未回答 358 43.4%

824 100.0%

設問

計

（自由記述を分類） 延べ数 割合
食べることに関係すること 175 22.9%
住むことに関係すること 96 12.6%
衣食住に関係すること 34 4.5%
おかねに関係すること 268 35.1%
ひとに関係すること 35 4.6%
仕事に関係すること 50 6.5%
病気など医療に関係すること 35 4.6%
年金に関係すること 14 1.8%
子どもに関係すること 39 5.1%
その他 18 2.4%

合計 764 100.0%
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【問６】今まで、困りごとを抱えている方に対して、何らかの支援をしたことがありますか。

（１つだけ回答） 

 

 

【問７】問６で「ある」と回答した方にお聞きします。どのような支援を行いましたか。 

（複数選択可） 

 

 

 

 

 

 

 

【問８】今後、機会があれば、あなたはどのような支援ができると考えますか。 

（複数選択可） 

 

 

  

回答数 回答割合

ある 177 30.2%
ない 409 69.8%

586 100.0%

設問

計

回答数 回答割合

相談機関・支援機関の情報を教えた 74 11.8%
相談機関・支援機関に連絡し、対象者への支援をうながした 27 4.3%
自らが主体となって支援した 90 14.3%
その他 24 3.8%
未回答 414 65.8%

629 100.0%

設問

計

回答数 回答割合

相談機関・支援機関の情報を教える 405 49.4%
相談機関・支援機関に連絡し、対象者への支援をうながす 206 25.1%
自らが主体となって支援する 107 13.0%
できることはない 79 9.6%
その他 23 2.8%

820 100.0%

設問

計
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３ 外部相談機関一覧表  

◆法律に関すること     

相談窓口 所 在 地 電話番号 

法テラス千葉 中央区中央 4-5-1 Qiball(きぼーる)2階 050-3383-5381 

 

◆年金に関すること 

 

相談窓口 所 在 地 電話番号 

千葉年金事務所 中央区中央港 1-17-1 043-242-6320 

幕張年金事務所 花見川区幕張本郷 1-4-20 043-212-8621 

 

◆日常生活での心配ごとや悩みごと関すること 

相談窓口 所 在 地 電話番号 

生活自立・仕事相談センター中央 中央区中央 4-5-1きぼーる 11階  043-202-5563 

生活自立・仕事相談センター稲毛 稲毛区穴川 4-12-4 稲毛保健福祉センター1階 043-207-7070 

生活自立・仕事相談センター若葉 若葉区貝塚 2-19-1若葉保健福祉センター3階 043-312-1723 

ハーモニー相談室 中央区千葉寺町 1208番地 2千葉市ハーモニープラザ内 043-209-8771 

社会福祉協議会 心配ごと相談所 中央区千葉寺町 1208番地 2千葉市ハーモニープラザ内 043-209-8867 

社会福祉協議会 中央区事務所 中央区中央 4-5-1 Qiball(きぼーる)11階 043-221-2177 

社会福祉協議会 花見川区事務所 花見川区瑞穂 1-1 花見川保健福祉センター3階 043-275-6438 

社会福祉協議会 稲毛区事務所 稲毛区穴川 4-12-4稲毛保健福祉センター3階 043-284-6160 

社会福祉協議会 緑区事務所 緑区鎌取町 226-1緑保健福祉センター2階 043-292-8185 

社会福祉協議会 美浜区事務所 美浜区真砂 5-15-2美浜保健福祉センター2階 043-278-3252 

社会福祉協議会 若葉区事務所 若葉区貝塚 2-19-1若葉保健福祉センター4階 043-233-8181 

 

◆高齢の方の健康や福祉に関する総合相談 

相談窓口 所 在 地 電話番号 

あんしんケアセンター新千葉 中央区新千葉 3-10-20 043-216-2131 

あんしんケアセンター中央 中央区新田町 7-5石出ビル 1階 B室 043-216-2121 

あんしんケアセンター千葉寺 中央区千葉寺町 188 043-208-1222 

あんしんケアセンター松が丘 中央区星久喜町 1162-71 043-420-8325 

あんしんケアセンター松が丘  

白旗出張所 

千葉市中央区白旗 2-18-12 043-308-9811 

あんしんケアセンター浜野 中央区中央区浜野町 891 043-305-0102 

あんしんケアセンターこてはし台 花見川区こてはし台 5-1-16 043-258-8750 

あんしんケアセンター花見川 花見川区花見川 3-19-105 043-250-1701 

あんしんケアセンターさつきが丘 花見川区さつきが丘 2-33-5 043-307-3225 

あんしんケアセンターにれの木台 花見川区朝日ケ丘 2-1-7-2 043-445-8012 
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あんしんケアセンター花園 花見川区花園 2-8-24 043-216-2610 

あんしんケアセンター幕張 花見川区幕張町 5-405-2 043-212-7300 

あんしんケアセンター山王 稲毛区山王町 162-1 043-304-7740 

あんしんケアセンター山王 

宮野木出張所 

稲毛区宮野木町 1730-66 043-307-9010 

あんしんケアセンター園生 稲毛区園生町 470-1-101 043-306-6881 

あんしんケアセンター天台 稲毛区天台 4-1-16 043-284-6811 

あんしんケアセンター小仲台 稲毛区小仲台 2-10-8 ＩＫビル小仲台２階 043-307-5780 

あんしんケアセンター稲毛 稲毛区稲毛東 3-6-28 043-216-2831 

あんしんケアセンターみつわ台 若葉区みつわ台 3-9-10 043-290-0120 

あんしんケアセンター都賀 若葉区都賀 2-10-1第 3都賀プラザビル 2階 043-312-5110 

あんしんケアセンター桜木 若葉区貝塚 2-21-19 043-214-1841 

あんしんケアセンター千城台 若葉区千城台南 1-3-2-101 043-236-7400 

あんしんケアセンター大宮台 若葉区大宮台 2-1-2-102 043-208-1212 

あんしんケアセンター鎌取 緑区おゆみ野 3-16-1ゆみ～る鎌取ショッピングセンター

5階 

043-293-6911 

あんしんケアセンター誉田 緑区高田町 1084-88 043-300-4855 

あんしんケアセンター土気 緑区あすみが丘 1-20-1バーズモール C棟 1階 043-295-0110 

あんしんケアセンター真砂 美浜区真砂 4-1-10 ショッピングセンターピア 3階 043-278-0111 

あんしんケアセンター磯辺 美浜区磯辺 2-21-2 043-303-6530 

あんしんケアセンター高洲 美浜区高洲 3-3-12 043-278-2545 

あんしんケアセンター幸町 美浜区幸町 2-7-6 043-301-5332 

 

◆仕事に関すること 

相談窓口 所 在 地 電話番号 

ハローワーク千葉 美浜区幸町 1-1-3 043-242-1181 

ハローワーク千葉南 中央区南町 2-16-3海気館蘇我駅前ビル 3階・4階 043-300-8609 

千葉市ふるさとハローワークいなげ 稲毛区穴川 4-12-1 稲毛区役所 2階 043-284-6360 

千葉市ふるさとハローワークみどり 緑区おゆみ野 3-15-3 緑区役所 3階 043-292-8655 

千葉市自立・就労サポートセンター中央 中央区中央 4-5-1 きぼーる 11階 043-223-6270 

千葉市自立・就労サポートセンター花見川  花見川区瑞穂 1-1 花見川保健福祉センター1階 043-275-6633 

千葉市自立・就労サポートセンター稲毛 稲毛区穴川 4-12-1 稲毛区役所 2階 043-284-0860 

千葉市自立・就労サポートセンター若葉 若葉区貝塚 2-19-1 若葉保健福祉センター1階 043-233-2331 

 

◆その他 

相談窓口 所 在 地 電話番号 

(社)ひと・くらしサポートネットちば （非公表） 043-304-5789 
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４ これまでの取り組み 

貧困対策アクションプラン庁内検討会議 

第１回 平成２８年５月２６日 

１ 生活保護の現状と生活困窮者自立支援法（制度）につい

て 

２ 貧困対策アクションプラン（仮称）の策定について 

貧困対策アクションプランプロジェクトチーム会議 

第１回 平成２８年５月３１日 

１ 生活保護の現状と生活困窮者自立支援法（制度）につい

て 

２ 貧困対策アクションプラン（仮称）の策定について 

第２回 平成２８年７月２０日 

１ 「千葉市生活自立・仕事相談センター稲毛」について 

（ワーカーズコープちば 菊池氏） 

２ 実態調査票について（所管課からの報告） 

３ 千葉市貧困対策アクションプランの方向性に 

ついて 

第３回 平成２８年９月１日 

１ 千葉市貧困対策アクションプランの方向性について 

２ ＷＥＢアンケートについて 

３ 外部アンケートについて 

第４回 平成２８年１０月３１日 １ 千葉市貧困対策アクションプランの素案について 

地域共生社会推進事業部 生活自立支援班 検討会議 

第１回 平成２９年８月２２日 

１ 千葉市の貧困対策における課題及び課題に対する施策

の方向性の確認 

２ 施策の推進に向けた支援策の検討 

第２回 平成２９年１０月６日 千葉市貧困対策アクションプランの検討 

 

 


